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はじめに

横浜市立大学商学 ではゼミナールは２年の後期から所属する。1996 年度から始まった私のゼミでは、２

年生の後期に人事労務管理や労働問題に関する基本的な文献の講読にあて、３年生以降は、教員は助 を与

えるだけで、ゼミ生が各自の関心にそったテーマを定め、自身の責任で調べものをし、報告を行うというス

タイルをとってきた。年によっては３年生以降も共通文献を読み続けるということもあったが、基本的には

３年生以降は自分のイニシアチブでテーマや文献を探すという形で実施してきた。これは私自身が学生時代

に自由という何ごとにも代えがたい価値を大学で学んだということに基づいており、そして自らの関心に則

って主体的に学ぶことを保証するということこそが大学の教育というものであるという信念から出た方針で

あった。

しかし、現実にゼミを主宰していくなかで に に問題が発生してきた。半年という短い導入期間では自

分の関心に関わってくるようなテーマを見つけられない学生が出てきたこと、他のゼミ生の報告には興味を

持たず沈黙がゼミを支配するようになってきたこと、報告の内容がとりあえず見つけてきた先行研究の引き

写しであり、時としてその内容さえも理 していないような報告が現れてきたこと等々。不本意ではあるが、

「自由」を基調とした指導方針の見直しを行わなければならないような状況が散見されるようになってきた。

また、就職難が深刻化するなかで、２年半という期間の中でゼミ生にどのような経験・能力を与えること

ができるのかが問われていることを思い知らされてきた。とりわけ異常ともいうべき就職活動の早期化によ

って、大学３年時のゼミのあり方を根本的に見直すことが迫られた。卒論のテーマさえおぼつかない状況で、

就職活動を行わなければならない。そうだとするならば、学生たちは大学３年時に従来の卒論に代わるよう

な柱となるものを作っておく必要がでてきたのであり、ゼミの活動にもこれまでとは異なる工夫が求められ

ることになる。

こうした背景から共同研究・共同調査を行うというアイデアに りついた。これは他の先生がたの体験談

からヒントを得たもの1であるとともに、私自身の経験にも基づくものであった。学生時代、理論志向が強

く実証的な研究やスタイルを軽視するような生意気な学生だったが、大学院に進学してようやく実証研究の

重要性に気付き、多くの先生がたから実証研究・調査研究の実施するノウハウを、 ればせながらも教えて

いただいたという体験があった。あたかも通信添削のように、工場見学のヒアリングノートに を入れて指

導されたこともあり、共同研究における学習効果を経験した。そして安易な理論化を拒むような「現象」の

多様性を確実に記 に留め、分析していくことの難しさ、大切さを教えられた。こうした自分の経験を踏ま

え、調査を企画・実施し、その分析結果を報告書という形にまとめていくことを「調査力」と呼び、それを

ゼミで涵養する能力としたいと考えたのである。

幸いなことに、2001 年度ゼミ３年生（５期生）の多くが、２年時を終えた後で、現下の人事制度改革とそ

の下での人々の働き方の変化について関心を抱くようになっていてくれていた。すなわち、90 年代後半以

降進んできた人事制度の改革の流れを、実際に働いている人たちはどのように受けとめているのか、また働

き方の実態はどのように変容し、仕事と個人生活とのバランスはどうなっているのかというところを知りた

いという要望が出てきた。

渡りに船というわけではないが、私は 時の人事改革が専らのターゲットしてきたホワイトカラー労働者

                                                  
1 とりわけ早稲田大学の河西宏祐氏の「社会調査教育の模索」（『日本労働社会学会年報』第 11号 2000年）および同研
究室発行の調査実習報告書や、横浜市立大学の齋藤毅憲ゼミナールの報告書「横浜市内のレジャーランドの研究」、「CS
時代の大学のあり方」（1995年）を参考させていただいた。
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を生活・意 のインタビュー調査を行うことを提案した。ゼミの中で問題提 を行い、聴き取り調査を翌年

度のゼミで行うことにゼミ生たちの同意を得た。

以下、簡略にこの１年の経緯をまとめておくと、まず春合宿と前期を使い、先行研究の輪読を行い、夏休

み前までに調査票を作成した。二人一組でインタビューを行うこととし、夏休みを使って各グループ３人ず

つの聴き取り調査を行った。インタビュー対象は企業活動における中心的な戦力、実働 隊となっている 30

代前後の中堅ホワイトカラーの方々とすることにし、最初のインフォーマントについては教員が紹介を行い、

その後はスノーボール・サンプリングで行うこととなった。

夏休み明けに合宿を行い、各グループでその結果を報告してもらった。後期のゼミでは、各自の関心から

調査データを読み すとともに、先行研究を読み進め、報告書の執筆へとつなげた。各インフォーマントの

聴き取りを縦糸とするならば、そこに各ゼミ生の関心という横糸を通すことにより、報告書という織物を紡

いでもらったのである。自ら集めてきたデータに基づくゼミでの発表は真剣さを増し、熱のこもった討論が

たたかわされた。ゼミの運営にあたって上で記したような問題を感じる局面は明らかに減った。

むろん、データ量や先行研究の読み込みといった点で、現段階で最終報告書とするのは時期尚早という気

がしないでもない。しかしそれぞれの報告からは、各ゼミ生の努力と成 の が見て取れ、報告書という形

として残すことがふさわしいと考えた。いたらなさがあるとすれば教員の指導責任であり、評価できるとこ

ろがあればそれはゼミ生の努力の賜物である。さらに、この努力が来年提出する卒業論文にきっと結晶して

いくと信じている。

最後になりましたが、お忙しい中、快くインタビューを引き受けていただいた 9 名の社会人の方々にお礼

を申し上げさせていただきます。第一線で働く人たちの生の声を聞くことができたことは、報告書を作成す

る上で貴重なデータを得たということ以上に、ゼミ生自身の卒業後のキャリア・生活の指針やモデルを得る

ことになったようで、今後の就職活動や職業生活にきっと生かされることと思います。貴重な経験をゼミ生

に与えていただき本当にありがとうございました。

2002 年１月 29日

横浜市立大学商学 教員

吉田　誠
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第 1章　30代ホワイトカラー男女の Work-Life Balance

報告者：佐藤あかね

度経済成 期のような、がむしゃらな労働が奨励されることのなくなった今、日本

のサラリーマンたちは果たして充実した余暇生活をおくっているのだろうか。

過労死等が取り沙汰されて、雇用者側も労働者側も働きすぎには 戒するようになっ

たとはいえ依然として過重労働が存在するように思える。 　　　　　　　　

キャリアの要請に対応するだけで精一杯の毎日では、充実した日々とは呼べないだろ

う。

個人の欲求と家族の要求といったものを満たしながら働くことができたなら、労働と

余暇双方の生活が実りあるものとなるのではないだろうか。

統 資料からのデーターやこれまでに触れてきた文献に加えて実際に行ってきた 30 代

ホワイトカラー男女への意 調査から得た情報をもとに理想的ライフスタイルについて考

察してみたい。

　はじめに、勤め人の平均週労働時間の推移についてみてみる。

　　　　　　　

平均週間就業時間
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　　　　統 資料：総務省「労働力調査」（第７表　週間就業時間別 農林水産業雇用者

数）

ここから判断されることは、１９９２年から１９９９年にかけて、週平均労働時間は

2時間弱減少しているということである。

しかし、労働時間別に労働者数の推移を調査したデーターからは別の 度から分析が

できる。

　以下がそのデーターである。
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図表１

就業時間別労働者数
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統 資料：総務省「労働力調査」（第７表　週間就業時間別 農林水産業雇用者数）

ここからは、４３~５９時間の労働者が減少しているだけで、他の労働時間の人数

は、逆に横ばいか増加をみせている。

　１５~34 時間の人数は９１年~９９年で 270万人増加している。

　６０時間以上労働に従事している人たちは９０年代に５００万人を下回ることが

なかった。

　このように、就労時間の別に注目すると、勤め人全体の労働時間が減少したとは

判断しにくい。

　次に余暇活動について見てみる。

　ここでは NHK 文化研究所が５年ごとに行っている国民生活時間調査より、１９９０年

度および１９９５年度の勤め人男性、女性それぞれの生活時間を平日、土曜日、日曜日

にわけてまとめた。

　図表２

平日（分）

　

Ｈ2 男
性 Ｈ７男性 Ｈ2 女性 Ｈ７女性

睡眠 7h36 7h19 7h11 7h03

仕事 9h01 9h23 7h18 7h25

家事 1h04 1h30 3h29 3h34

社会参加 2h15 1h55 1h57 1h41

会話 交際 1h41 1h26 1h37 1h25

レジャー 1h46 2h28 1h32 2h12

テレビ観

3h29 2h55 2h57 3h17
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休息 46 52 40 48

　 Ｈ2 男性 Ｈ７男性 Ｈ2 女性 Ｈ７女性

睡眠 8.h50 8h30 8h13 8h

仕事 6h40 7h13 5h55 6h22

家事 2h14 2h47 4h45 4h45

社会参加 3h35 4h10 3h22 3h13

会話 交際 2h54 2h57 2h40 2h34

レジャー 3h40 4h49 3h01 4h22

テレビ観 4h19 4h38 4h33 3h52

休息 58 1h17 49 59

資料：日本放送協会放送文化調査研究所「国民生活時間調査」（平成三年・平成五年）

矢野眞和は『ゆとりの構造』（日本労働研究機構、１９９８年）のなかで、日本の生活

スタイルの特徴として、○1週休２日制が平日のゆとりを圧迫する○2性別役割分業観に基づ

く家族観も男女の生活のゆとりを圧迫○3生活空間の拡大と人間関係の縮小といった点を挙

げている。

　ここで著者が指摘していることは、週休二日制が浸透しても平日の労働時間はほとんど

減少していないことや、景気の変動に伴う残業時間の増減が平日労働時間に影 を及ぼし

ていること等週休二日制制度がかえって平日のゆとりを奪い「家庭」と「職場」の二つに

偏った生活を創出しているため、ここ２０~３０年間変化してこなかった平日の過ごしか

たに注目すべきだというのが１点目である。

　日本人男性は他の先進諸国の男性より極端に家事労働の時間が短く、反対に日本

人女性は労働時間が諸外国と比 して最 である。

　男性は土日に「子供の世話」、「買い物」をするのに対し、女性は「炊事、掃除、

土曜日（分）

Ｈ 2 男

性 Ｈ７男性

Ｈ 2 女

性 Ｈ７女性

睡眠 7h52 7h48 7h24 7h26

仕事 7h54 8h05 6h29 6h41

家事 1h45 2h24 4h04 4h27

社会参加 2h57 3h27 2h50 2h41

会話 交際 2h16 2h29 2h09 2h17

レジャー 2h57 4h30 2h20 3h43

テレビ観 4h27 3h51 3h15 3h46

休息 51 1h06 46 56

日曜日（分）
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洗濯」を一挙に引き受ける。そのため女性に二重労働の過重負担がかかっている。

　そして、男性の自由時間と家事時間が増加してきている今日、男女ともに労働と

家事という二重負担によってゆとりを欠いている、というのが２点目である。

　３点目では、一人で孤独に過ごすか核家族で過ごすといった人間関係における限定

傾向がみられることと、「女性の外出化」と「男性の在宅化」の傾向を指摘している。

　平日はテレビ観 等マスメディアに接触されることで使われ、交際やその他の活動

が少ないという行動の習慣化、限定化がみられるとしている。

　それでは、これまでみてきたデーターや、矢野眞和の文献にあったような事実は、実際

の働き盛りのホワイトカラー男女にはどの程度あてはまるのだろうか。

意 調査に協力してもらえた９人のインフォーマントを事例にみていく。

　　

インフォーマントそれぞれのタイムスケジュールと余暇の意義についていくつかにカ

テゴリー分けしてまとめてみる。

その後に文献や統 資料との相違点を指摘する。

Ⅰ．余暇を積極的に活用している

（ＤＩさん、ＬＴさん、ＮＩさん、ＢＨさん、ＢＬさん）

＜DI さん＞

（平日）

８：３０　　　　　　　　家を出る

９：００~１０：００　　出社（フレックスタイム制）

１７：００　　　　　　　退社

~１９：００　　　　　　残業をすることもある

１９：００以降　　　　　遊びに行ったり、 事にいったり、ジムに行く

（休日）

洗濯、掃除の他は普段どおり外出やジムに行ったりする。

＜LT さん＞

（平日）

５：３０　　　　　　　 床

　　　　　　　　　　　車で くの公園まで行き、ホルンの朝練

８：００　　　　　　　家を出る

９：００　　　　　　　出社

　　　　　　　　　　　当日のスケジュールを決定

　　　　　　　　　　　勤務地までの移動中に勉強や仮眠

１８：００　　　　　　仕事終了

２０：００　　　　　　帰宅

２１：００~２２：００まで本社で事務作業をした場合は２３：００~２４：００帰宅
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（休日）

午前か午後に吹奏楽団で３~４時間の練習

楽団に入ったきっかけは、めったに行かない み会でたまたま取引相手から情報を得た。

休み中でも仕事上の連絡が入った場合は、すぐに駆けつける。

勉強も休み中にする。

仕事→勉強→吹奏楽を優先順位としているが、本音では吹奏楽→勉強→仕事の順番

＜NI さん＞

（平日）

６：００　　　　　　　 床、身支度

７：３０　　　　　　　出勤

９：００~９：５０　　出社

１７：３０~　　　　　残業

１９：３０　　　　　　退社

２１：００~　　　　　帰宅、夕 、テレビ観

２３：００~　　　　　入浴、読書、インターネット、 話等

００：３０　　　　　　就寝

（休日）

土曜日

９：３０　　　　　　　 床、朝

１４：００　　　　　　外出、ショッピング、映画鑑 等

１８：００　　　　　　友人と 事

２３：００　　　　　　帰宅、就寝

日曜日

７：３０　　　　　　　 床、朝

１１：００　　　　　　外出

１２：００　　　　　　昼

１３：００　　　　　　ブラス練習

１８：００　　　　　　宴会

２３：００　　　　　　帰宅、就寝

＜BH さん＞

（平日）　　　　　　　　　　　　　　　　　（休日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

繁忙期　　　　　　　　　　　　　　　　　　繁忙期

７：００　　　　　　　　 床　　　　　　　１２：００　　　　　　　 床、 事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後　　　　　　　　　　家事 　

８：００　　　　　　　　家を出る　　　　　２０：００　　　　　　　夕 　　　　　　　　　　　　　　　

９：００~１０：００　　出勤　　　　　　　２２：００　　　　　　インターネット

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２：００　　　　　　　　就寝

~２３：００　　　　　　仕事 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２４：００　　　　　　　帰宅、夕 　　　　　平常時
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０：００　　　　　　　 床

２：００　　　　　　　就寝　　　　　　　１２：００　　　　　　　 事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後　　　　　　　　　　外出

平常時　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０：００　　夕 or みにいく 　　　　　　　　　　　　　

８：００　　　　　　　 床　　　　　　　２２：００　　　　インターネット 　　　　　　　　　　　　　

９：３０　　　　　　　出勤　　　　　　　　２：００　　　　　　　　就寝

１８：３０　　　　　　　退社

２０：００　　　　　　　夕

２２：００~２３：００　インターネット

２４：００　　　　　　　就寝

＜ＢＬさん＞

（平日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（休日）

平常時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平常時

７：００　　　　　　　　 床　　　　　　１０：００　　　　　 床 　　　　　　　　　　　　　　　

８：００　　　　　　　　出社　　　　　　１１：００~　遊びに行く 　　　　　　　　　　　　　　　　

１９：００~　　　　　　　自由時間　　　　　繁忙期

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４：００　　　 床

繁忙期

８：００~２４：００　　　勤務

　上記の四名のインフォーマント達は、それぞれ生活を充実させるために自分の 味を持

っていたり、自分だけで過せる時間を確保していたりすると思える。

　職場の仲間も残業をしない場合はきっぱりと 5 時にあがるという、一般的な日本企業

とは異なった環境である外資系企業で働くＤＩさんは、「余暇は仕事を完全に忘れて、リ

フレッシュしてエネルギーを蓄え、生活にメリハリをつけるための切り替えの場」と っ

ている。労働生活と余暇の生活とを上手に分けて両立させているというように思える。Ｌ

Ｔさんは、「休息」のための余暇ではなく、別の「活動」のための余暇」と余暇を位置づ

けているが、「以前はほとんど「休息」のために使っていた。」という。しかし、残業時間

が いことや休日もいつでも仕事とつながれる状態にあるなど、余暇と労働とが分離され

にくい状況にあると推測できる。ＮＩさんは、余暇を「元気パワーの源」としていて、　吹

奏楽のバンドへの参加やショッピング、家でくつろいだりしてパワーをつけているそうだ。

また「仕事は楽しいが嫌になることもあり、余暇はリフレッシュに欠かせない。」とも

っていた。

　ＬＴさんとＮＩさんは、ともに同じブラスバンドに参加しているため、職場以外に

味を通じた仲間をもっていて、これは矢野氏の研究データーの「行動の習慣化・限定化」

という現象とは正反対と えるだろう。

　「余暇と仕事どちらかに偏るのではなく、仕事にやりがいがほしい。仕事が辛くなった

ときにリセットの役割として余暇を用いたい。」と うＢＨさんは、「仕事と余暇の

相乗効果を図りたい。」そうだ。実際仕事が嫌だった頃に広げた Nifty 仲間、心理学仲間、

社内の美術 、ホームページ作成、 みに行く等の交流がある。また、忙しい時期の平日
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以外はインターネットを使っているそうだ。

仕事 味半々の生活だった時期もあるためか、余暇の活動や交際範囲が広い。

　ＢＬさんは「余暇は遊ぶためのもの」と割り切っている。 署内の み会、同期の仲間

と旅行に行くことが多いが、最 は忙しく、仲間となかなか時間が会わないという。200

時間以上の残業や徹夜もあるが「辛いのは仕事のない時期。」だという 葉が印象に残っ

た。忙しい時期は 16 時間程度も働いているが、仕事量が少なければ満 するのではなく

働けないことのほうが苦痛であるというのは以外だった。

以上は余暇を楽しむ「ゆとり」が比 的確保されているように思われる人達であった。

続いて次のカテゴリーを分析していく。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

Ⅱ．余暇に何らかの mu st が含まれる

（ＴＺさん、ＮＺさん、ＩＬさん、ＺＵさん、）

＜TZ さん＞

（平日）

７：３０　　　　　　　　出社

８：３０　　　　　　　　業務開始

９：００　　　　　　　　マーケット開始

１９：００~２１：００　退社

繁忙期

２２：００~２３：００　退社

（休日

土曜日の午前中は出社することもある。

ＯＢの企業準備の手伝い等

＜NＺさん＞

（平日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（休日） 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平常時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９：００　　　　　　　　 床

６：３０　　　　　　　　 床　　　　　　　　　　１０：００~１２：００　　家事

８：００　　　　　　　　出社　　　　　　　　　　１３：００~１６：００　買い物

８：３０　　　　　　　　帰宅　　　　　　　　　　２２：００　　　　　　　　就寝

繁忙期

２２：００　　　　　　　帰宅

＜ＩＬさん＞

（平日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（休日）

５：３０　　　　　　　　 床、朝 　　　　　　　９：００　　　　　 床、朝

７：００　　　　　　　　出勤　　　　　　　　　１０：３０　家に持ち帰った仕事

１８：３０　　　　　　　退社後居 屋へ　　　　　１２：００　昼 を兼ねた買い物

２２：００　　　　　　　帰宅　　　　　　　　　　１５：００　　　帰宅後庭いじり

２２：３０　　　　　　　入浴　　　　　　　　　　１８：００　　　夕

２３：３０　　　　　　　就寝　　　　　　　　　　２０：００　　　入浴
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１：３０　　翌日の仕事の準備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３：３０　　　就寝

＜ＺＵさん＞

（平日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（休日）

７：００　　　　　　　 床　　　　　　　　　　　９：００~１０：００　 床

８：３０　　　　　　　出社　　　　　　　　　　　家族と出かけたり買い物したり

２４：００~２：００　退社　　　　　　　　　　　読書や勉強やテレビ観

　

ＴＺさんは土曜日も半日出勤することが多いという。「職場以外の仲間との触れ合いはあ

まりない。最 は社内イベントもなくなりさびしい。」と っていて、「余暇は人間性回復

の場」としての機能をもっているようだ。交際範囲も限定されていそうだ。

　続いてＮＺさんは、「週休二日でどちらかは家事、もう一日は家族サービス。」で、ごく

たまに大学時代の友人と会うそうだ。

余暇は「体力回復、休息、家族団欒のためのもの。」と位置づけていて、休日にたまっ

た家事を片付けている。核家族で余暇を過ごすという傾向は矢野氏の指摘と一致するだろ

う。

　他のインフォーマントたちとは性 の異なった、教員という立場で働くＩＬさんにとっ

ての余暇は、「気休め、 休め。」であるそうだが、「ただなんとなくいつでも仕事を引き

ずっているため完全な余暇というより「余暇」も仕事の一 といった感じ。一般サラリー

マンのほうが余暇は充実しているのではないか？」と自身の余暇を分析している。

平日はゆとりがありそうだが、余暇は仕事と切り離して考えにくいのかもしれない。

　典型的な働き盛りの日本人ホワイトカラーといえるのがＺＵさんである。「余暇は欲し

いが仕事は終わらない」ようで、「今は仕事と余暇のバランスのとり方で悩んでいるが結

果的に仕事のウエートが 常に大きい。」という。職場の仲間との触れ合いが多いが学生

時代の 式テニス のＯＢ大会や、出向時代の仲間との情報交換もある。

　しかし、家事は妻に任せていて、休日は買い物と子供の世話をしているところが 　　　　

矢野の挙げていた特 にあてはまるのではないか。

　団塊の世代前後の「会社人間」から「マイホーム主義」という国民意 の変化を

くぐりぬけてきた男性の、家族と仕事に関する考え方についてのデーターがある。

　 団塊の世代以前 団塊の世代 団塊の世代以後

家族の幸せは会社あってこそ 50.0% 38.3% 23.6%

家族の幸せは会社とは独立 45.9% 59.6% 75.0%

家族生活よりも仕事優先 63.0% 57.40% 44.0%

仕事よりも家庭生活優先 32.9% 40.50% 54.7%

家庭よりも昇進が大切 42.9% 31.9% 18.2%

昇進よりも家庭が大切 51.2% 65.9% 79.8%

資料：東京女性財団「男性の自立とその条件をめぐる研究」（‘98.3月）
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　インフォーマント９人は団塊の世代以後の世代であったが、ほぼ全員が家庭生活よりも

仕事が優先の生活を送っているといえる。

また未婚の方が多かったためか、家族の幸せと会社や昇進との関係についてははっきりと

した意見を聞くことができなかった。

　余暇についてはそれぞれの見 があったが、仕事とは切り離して充実したものにしたい

と思いながらも、なかなか１００％満 のいく過ごし方はできていないというのが現状な

のではないだろうか。

　家事に関しても、ＺＵさんのように帰宅が日付の変わってからになるような働き方をし

ている場合、本人の意思に関係なく家事分担は無理だろう。

「仕事は人生にとって生きがいの核をなし、自我の拠り所としての性格を依然強く保

持

している。」という一節が井上雅雄の『労働・余暇・アイデンティティー』にあった。仕

事あってこその余暇であることは確かだと思う。

　しかし、仕事と余暇の両方のバランスが取れることが理想的なライフスタイルである。

　そのことに気づきながらも、現実に仕事を目の前にしていれば自分の余暇生活を少々犠

牲にしてでも仕事を片付ける人が大半だろう。

　ＢＨさんのように「仕事にやりがいが欲しい。余暇はリセットの役目」というような割

り切り方ができればよいが、余暇の時間にも仕事の存在が頭から離れないことを気にして

いる人が多いのではないだろうかと感じた。

　現在送っている生活のなかで少しでも充実した時間が過せるように努力することは労力

の要ることであるが、夢中で働いてあっという間に定年を えるというパターンでは豊か

な労働生活とは えない。

　まずは、労働者自身に、今送っている労働生活を満 のいくものとするため、現状を分

析する時間が与えられることが望ましいと思う。

引用文献

総務省「労働力調査」

東京女性財団 (1998.3)「男性の自立とその条件をめぐる研究」

日本放送協会放送文化調査研究所 (1991,1993)「国民生活時間調査」

矢野眞和 (1998) 『ゆとりの構造』日本労働研究機構
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第２章　働く女性が抱える問題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大塚 穂

自分の問題意

仕事を持ちながら同時に家庭を持つ女性は、男性のそれに比べて色々な意味で苦労し

ているように思う。それは、職場においても家庭においても同様である。2001 年 1 月 16

日付の朝日新聞の夕刊に以下のような記事が載っていた。

タイトルに「働くママの育児日記」とあったその記事は、3 歳の息子と 1 歳の娘を育て

ながら働く女性の奮 期であった。仕事が い込みに入った年末、その特別忙しい時期の

出来事である。息子が大量の嘔吐と下痢を繰り す体調不良を訴えた。気持ちとしては『息

子の側にいて看病してあげたい』というところだろう。しかし仕事を休むわけにはいかな

い。そこで女性は次のような行動をとる。まず、タクシーに乗り保育園に向かい、娘を預

ける。その際、息子の担任の先生には、『これから医者にみせに行くが、昼までは何とか

預かってほしい、昼になったら伯母が えにくる』といった旨を伝える。そのままタクシ

ーでかかりつけの小児科にいき医者に看せる。医者からは『人にうつす危 性があるから

絶対安 』と伝えられるが背に腹はかえられない。もう一度タクシーで保育園へ行き、息

子を祈るような気持ちで預けて職場へ向かった。

その記事は家庭面に掲載されており、必ずしも現状に問題提 をしているわけではな

く、働く母親の現実を受けとめ、それを応援しているような内容であった。記事では「本

当は病児保育があれば一番だが、この綱渡りをしないとどうにもならないこともある。」

と締めてあった。

私はこの記事を読んで「自分が子供を持った場合、ここまでして働きたいか」という

疑問にぶつかった。これは私自身のわがままな考えであるが、金 的な家庭事情などを配

慮しないで考えた場合、答えは勿論、「NO」である。これは私が現在、仕事を持たない学

生という身分であり、また子どもを持っていないことから簡単に導き出せる答えであり、

現実に家庭を持ちながら仕事を続けている人にとっては、現在、おかれている状態を享受

する以外に方法はないであろう。現在の日本で、子育てをしながら仕事をするという当た

り前のような行為をすることがどれ程難しいこととなっているのか、考え、また、そのよ

うに至った経緯や、現在実際に働いている方々の意見などを踏まえて考えてみたい。

先行研究

男女雇用機会均等法と労働基準法の改正が一般に われている「職場における女性差

別」の改善期である。男女雇用機会均等法と労働基準法の改正は、実際の職場にどのよう

な変化をもたらしたのだろうか。また、それによって何が変わったのだろうか。

男女雇用機会均等法と労働基準法の改正は、採用・配置・昇進の該当者を選ぶ基準が、

女性保 の完全撤廃を前提とする能力主義的選別の強化へと移行したこと、また、選別基

準は一応は性に中立的な能力や業績ということへと変化をもたらした。これは、職場内の

直接差別を改善するものであった。しかし、職場外の事情、家庭責任などは考慮すること
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がないという欠点を含んでいた。これは、結果としては直接差別から間接差別へと移行し

たものとなった。育児休業や産休・介 などといった大きなことから、子どもが突然

をひいたときなどの 出勤などは法律であまり 制されていない。事実上、女性には不利

な立場からの脱却はされていなかった。家庭事情が考慮されないのならば、自分が働きや

すいように、すなわち、「子供をもたない」「配偶者をもたない」といった選択をする女性

が出現してもおかしくないように思う。これは、女性の晩婚化、また、 年問題とされて

いる少子化へとつながっているのではないだろうか。

また、職場内での実際的性差別は改善の方向へとむかっているが、男女ともにおける

意 はどのように変わっているだろうか。今日の性別役割分業意 は、「男は仕事・女は

家庭」という考えは男女ともに 3 割以下に減少しているとはいっても、「女性は仕事を持

つのはよいが、家事・育児はきちんとすべきだ」という考えには男女ともに 9 割 くが

賛成もしくはどちらかといえば賛成と答えている。これは、意 の上ではなく、実際の家

庭においての生活にも如実に現れている結果である。例えば、仕事をもつ男女の家事時間

を比 してみると、女性が 3 時間 29 分であるのに対し、男性は 31 分である。（NHK 放送

文化研究所編『生活時間の国際比 』より）仕事時間と家事時間を合 した場合、男性は

8時間 1分、女性は 9時間 6分とその差は 1時間以上であった。また、付け加えておくと、

男性が行う家事は、炊事・洗濯・掃除といった基幹的なものではなく、買い物・ 事とい

った周辺家事である。これには、「女性は仕事をもつのはよいが、家事・育児はきちんと

するべきだ」という意見に 9 割 くの女性が反発を示さないという現実が反映されてい

る。つまり、女性は自ら享受している傾向にあるのではないか。

またここで、女性の分化についても注目したい。性差別に対する意 、反発と順応に

ついての分化である。それは、職階級と比例しているということができる。相対的に 学

歴で就業継続志向が い専 職の女性は、仕事に対する社会的ニーズも く夫の理 や協

力を得やすい立場にあり「性差別はもうあまりない」というジェンダーニュートラルな立

場に立ちやすい。それに比べて、OL と称されることの多い一般事務職女性やパートタイ

ム女性は、性差別を実感することが比 的多く、多くの場合享受しており、一旦退職し、

または退職を余儀なくされ、再就職することが多い。今回、インタビューさせていただい

た方々は、どちらかに属するかといえば、 学歴の専 職であるということを頭において

おきたい。

インタビュー結果より

今回インタビューさせていただいた方々（女性）は、先述したとおり、 学歴の専

職に属する方々である。職場の男女差別には、5 人の女性のうち、3 人の、人材サービス

会社勤務の O.T さん、 品会社勤務の H.T さん、 料メーカー勤務の O.M さんが「ない」

と答えている。その理由として「女性が多い職場だから」ということをあげている。この

3 人の方々は、比 的“ジェンダーニュートラル”な立場へと移行しつつあるのではない

か。余談ではあるが、私は、終日休みの平日に、一般事務職の様なアルバイトをしている。

そこでは、一度企業に就職したが退職し、資格取得を目指してアルバイトしている女性、

就職したが自らリタイアした女性、卒業はしたが、はなから就職するつもりのない女性な
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ど、様々な理由でアルバイトをしている女性がいる。無論、男性アルバイトは学生も含め

て一人もいない。これは、補助的仕事を女性社員に求めることはなくなったが、「補助的

仕事には女性」という 潮はまだ健在である形の現れであると思ってしまう。

家事・育児の男女共同参画については、今回インタビューさせていただいた 9 人の方

のうち、既婚者は 3 人、共働きは 2 人、子どもを持つ共働きは 1 人であった。男女とも

に「男は仕事・女は家庭」という考えの人はいなかった。しかし、やはり、男性側に「女

性は仕事を持つことはよいが、家事・育児はきちんとすべきだ」という考えが見え れす

るような回答が目立ったように感じられた。既婚者で子持ち、妻は専業主婦だという金融

会社勤務の E.T さんは、家事分担について、生活体系によって変わることがあっても性別

関係なく補い合うべきという意見を述べているが、実際、妻が働く場合には家事に支障を

きたさないパートを希望している。「自分は自分の仕事時間を削ってまで家事を引き受け

るつもりはない」というのが彼の い分だった。また、未婚者の金融会社勤務の T.T さん

も結婚した場合は「相手が仕事を持っていたら続けてほしい」という意見の持ち主だった。

しかし、その半面で「職場内で男性が育児休暇を使わない」ことについての疑問視問題視

されることはなかった。つまり、希望としては女性の就業継続を望んでいるが、具体的な

案や策はあまり考えておらず、問題意 の薄さがうかがえた。また、同様に未婚者の情報

サービス会社勤務の I.J さんも「家事分担はケースバイケース。仕事の量にあわせてでき

る方がやるのが理想的」と述べられていた。未婚である故に、あまり現実味が沸かないと

いうことが事実としてあるのだろうが、未婚男性からは、「現実問題として」捉えている

傾向にはないといえよう。

女性についてみてみると、5 人のうち、既婚者は 1 人で、10 歳の子どものいる 料メ

ーカー勤務の O.M さんであった。この方は、子どもが小さいときは自分に負担がかかって

いたように思うが、現在の家事・育児分担を五分五分、自身が洗濯と掃除半分、夫が掃除

半分と料理という内訳であった。また、この方はご自身たちのことを「機会均等法の第一

世代」とおしゃっていた。そして、「私の周りの第一世代は、出産ブームを えている。

育児休暇がとれても、そのあと復帰後の働き方に対するケアは万全ではない」と指摘され

ていた。また、母親である O.M さんの、「子供と夕 ぐらいは一緒に べてあげるべき、

それができない今の日本はおかしい」という 葉の重みを感じられた。他の女性は全員未

婚者で、結婚後の就業継続についての希望は いが、結婚 望があまり くない傾向があ

るように思えた。出産についても同様である。「子どもは欲しいが、仕事に差し支える場

合は考えてしまう。」「子どもは欲しくない」といった意見が目立った。また、女性が働く

ことについての問題点については一様に「結婚・出産してからの働き方」ということをあ

げていた。現実の職場で、共働きでまたは子育てをしながらの就業継続の難しさが、彼女

たちに 婚の思想を芽生えさせているのではないか。「結婚する・しない」「子供を産む・

産まない」といった選択が、外 の環境要因とは関係なく、自らの意思で出来るようにな

るのはいつのことだろうか。

また、男女ともに職場のなかでの Family Friendly な制度はあまり充実していない。また

は、制度が存在しても活用されているとはいえない（特に男性に）現状がうかがえた。

また、職場内での男女差別については、教師である L.L さんを除いて男性３人は日本の

企業で働いていた。女性は 5 人中、3 人は日本の企業で働いており、2 人は外資系企業で
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働いているという内訳だった。外資系企業で働く 2 人の女性と日本の比 的小 模な企

業で働く１人の女性は、「男女差別は感じられない、職場内に男性が少ない、仕事内容も

男女で分かれることはない、賃金格差もない」といったことを述べられており、外資系や

日本の中小企業はさほど男女差別が強くないと考えられる。逆に、日本の大企業で働いて

いる方々は、プログラマーである I.J さんを除いて男性女性ともに、「男女の仕事が分かれ

ている、」と述べられており、日本の企業にまだ健在している男女差別が感じられた。日

本の化学メーカー勤務の O.L さんの「男女の差は出来る出来ないに関らず、基本的に女性

ということだけで評価されない。日本の会社だから」という 葉に象徴されているように

感じられた。

まとめ

今回、インタビューに応じていただいた方々を通じて、日本の企業社会における性別

職務分離はまだ健在であるということを認 した。それにともない性別役割分業も、まだ

社会に根付いているのだろう。また、具体的な制度もまだ確立されておらず、実際に企業

で働くことの難しさを改めて感じた。しかし、今回のインタビューを通じて、男性女性と

もに、働くことに「 り」を持っており、現状を受け止めながらも働き続けようとする力

強さのようなものを感じ、頼もしく思った。今回インタビューさせていただいた女性の方々

は、いい意味で「楽観的」であり、その楽観性は、働くことへの「 り」に裏づけされて

いるものだと確信した。

厚生労働省「賃金構造基本統 調査」による、女性の年別勤続年数の割合の推移をみ

てみたい。

女性の年別勤続年数の割合

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

0年

1~
2年

3~
4年

5~
9年

10
~
14
年

15
~
19
年

20
年
以
上

勤続年数

比
率

1990
1995
1999



15

1990 年から、1999 年にかけて勤続年数が伸びている傾向にあることがわかる。これは現

在、企業で働く人々の努力の反映だといえるのではないだろうか。

また、厚生労働省の「賃金構造基本統 調査」による役職者に占める女性の割合の推

移をみてみたい。

役職者に占める女性の割合の推移
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比率はきわめて低く、決して満 のいく数値であるとはいえないが、上昇傾向にある

といえるのではないか。先に問題となった、制度の整備などが進めばこの値はさらに上昇

傾向に向かうのではないかと考えられる。インタビューに応じていただいた O.L さんの、

「男女差別の考えを変えられるのは、私たち女性本人だけです。女性が『頑張る、主張す

る、実力をつける』ことでしか変えられないのです。そのために努力をしなくては。」と

いう 葉を頼もしく思った。

今回、あまりふれることはなかったが、女性労働者の中には正 の従業員として働く

以外にパートタイマーに代表されるように 正 従業員として働く方々も多い。そのよう

な方々にも、機会があったらインタビューしてみたいと思った。

引用文献

熊沢誠 (2000)『女性労働と企業社会』岩波新書

島敬 (2000)『男女摩擦』岩波書店
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第 3 章　「女３０歳　さよなら終身雇用 」が意味すること

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　町井貴子

はじめに

　スーツを着こなしオフィス を颯爽と歩く、働く女性たち。そんな女性像が幼い私の

目には映っていた。1980年代後半から 1990年代前半にかけてのことであったと思う。1986

年、男女雇用機会均等法の施行と労働基準法の改正は、男性至上主義の企業社会に女性「総

合職」を誕生させた。中枢の業務に携わる基幹労働力として、男性と肩を並べて働くこと

ができるという触れ込みのこの女性たちは、まさに『男女雇用機会均等法』施行後の、い

わゆる均等法時代の申し子といっていいだろう。意欲、能力に秀でた彼女たちをどう使い

こなすかは、女性を「均等」に処 する時代にあって、その流れに沿った自己変革を企業

自身が遂げているかどうかを測る“踏み絵”でもあった。（ 嶋，2000 年，２頁）当時、

“踏み絵”“均等法時代の申し子”と われ何かと世間の期待と注目を集めてきた総合職

女性たち、ここではそんな彼女たちの現在を探る。

問題意

「女３０歳　さよなら終身雇用 」にみる企業社会と女性の士気

2002年 1月、テレビでは次々と新しいドラマが始まった。学園ドラマ、ホームドラマ、

恋愛ドラマ 。私はいつもこの季節、どれを見ようか 常に迷ってしまう。そんな中、あ

るドラマの初回サブタイトルに「女 30 歳　さよなら終身雇用 」なるものを発見した。

そのタイトルは人事処 制度、働く女性の労働環境について勉強してきた私の興味を引く

のに十分で、私は早速それを見た。その主人公の 定はこうだ。

「仕事も恋愛もすべて満 のいくように手に入れられると思っていた２０代の頃。そ

こには明るい未来と希望と自信しかなかった。しかし、やがて歳をとるにつれて、どんな

に頑張ってもうまくいかないことがある、とだんだん思うようになってくる。そして実際

はそんなことはないのに、３０才を過ぎるころになると、仕事も恋愛もなんとなく先が見

えてきてしまうように感じはじめる。」

たかがドラマと われるかもしれないが、そこからは日本企業で働く女性ならではの

特徴を見ることができる。働く女性は歳を重ねるにつれその働く士気を何らかの要因によ

って削がれていく、維持できない、そんな特徴がよく表れている。２０代では男性とも肩

を並べそれなりの評価を得てきた女性が、管理職として歩みだすであろう３０代には仕事、

職場等に不満を感じるようになる。そのことは２１世紀職業財団『総合職女性の就業実態

調査』の統 によっても明らかにされている。総合職女性の約６割が人事管理面で不満を

感じ、役職別に見ると係 職相当の女性の不満が最も いという。係 というまさに管理

職の第一歩を歩き出したその時である。

では、実際のところ女性の働く士気を 害するものは何なのか。また、それを支える

ものは何なのか。働く女性の現在を探りたい と始めたこの文章。今回は“働く女性の士

気”という観点からそのことを述べる。現在も働く女性からの視点と何らかの理由で仕事
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を辞めてしまった女性からの視点、この両視点を構え、私がこれまで読んできたいくつか

の本を参考に先行研究とし、2001年夏に行なったサラリーマン聞き取り調査と合わせ、“働

く女性のモラール”について以下で考えていきたい。

先行研究

特別な人でないと働けない

ここでは仕事を辞めた女性、つまり何らかの形でその働く士気を維持できなかった人

が考える“働く女性の士気を 害するもの”を考える。 嶋敬氏は 10 人の元総合職女性

に聞き取り調査（ 嶋，2000 年，８頁~24 頁）を行なった。まず、その 10 人の退職理

由をまとめたものを紹介する。

（ⅰ）家庭生活と仕事の両立の難しさ

調査対象であった全ての総合職女性に共通していたことだが、 時間労働の下での勤

務という仕事環境では家庭生活との両立は不可能に いということ。男性ならそれが可能

なのは、家を守る主婦がいるからで、そうした存在のバックアップを期待できない女性の

場合は、仕事を辞めるか、あるいは結婚しない、子供を作らない、といった選択を選ぶし

かない。それでもがんばれば、夫婦関係にひびが入るとか、体調を崩すなどのトラブルに

遭 する。

（ⅱ）夫婦の転勤問題の克服

総合織女性は全国転勤がある男性と結婚する可能性が い。転勤問題は総合職女性と

職

業の継続という問題を考える際、避けては通れない 題である。

（ⅲ）結婚への偏見

社内結婚を含め、企業は女性が結婚すること、あるいは結婚した女性への反発が強い。

その理由としては、①企業は勤続年数の い女性にどんな仕事をしてもらえばよいのか、

そのノウハウを持っていない②勤続年数が くなればなるほど仕事の内容（補助的な仕

事）のわりに給料が くなるという矛盾③例えば金融機関には、夫一人の働きで えるだ

けの い給料を払っているという自負がある。

　（ⅰ）（ⅱ）（ⅲ）より、いまだ企業に残る“女嫌い”体 や男性偏重主義が総合職女性

のやる気をくじいていること、仕事と家庭の両立などが不可能に い 時間労働が働き続

けることを不可能にしていることが伺える。

　次に元総合職女性が思う、働き続けられる人とはどのようなものであるか。上の調査を

行なった 嶋氏が、取材中印象に残った 葉としてあげた 2 つの 葉からそれは伺うこ

とができる。1 つは「特別な人でないと働き続けられない」という 葉。ここでいう“特

別な人”とは結婚しない人、子供を持たない人のことである。そしてもう 1 つは「私も

主婦（あるいは主夫）が欲しい」というもの。背後で支えてくれる存在がいれば働き続け

られたのにという思いが感じられる。退職理由や上 2 つの 葉から、仕事を辞めた女性

の考える、働く士気を維持するものとは、結婚せず子供を持たない、あるいは背後のサポ

ートがしっかりしている等、本人を取り巻く環境・条件について示唆していることがわか

る。
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寿退社は過去のもの？

以上では 嶋氏の聞き取り調査によって働く女性の退職理由を明らかにした。ここか

らは、働く女性の離職・転職理由を総務庁が行った就業構造基本調査報告書からの統 資

料を元に見ていく。“特別な人”であるための条件に掲げられた結婚しないこと、出産・

育児をしないこと。その結婚・育児による退職理由は、統 ではどのように表れるのであ

ろうか。図表１では就業構造基本統 調査より 1982 年から 1997 年にかけての女性労働

者の離職・転職理由を示す。図表１からは結婚・育児を理由とする離職・転職率はそれぞ

れその全体の割合からは年々減少していることがわかる。それに対し労働条件の悪化を理

由とする離職・転職率は増加傾向にある。図表１だけではその推移の様子が見えづらいの

で、図表２では育児、結婚、労働条件の悪化、と３つの転職・退職理由を取り上げ、さら

に詳しくその推移を見る。男女雇用機会均等法が施行された 1986 年の翌年である 1987

年から結婚・育児による退職理由は大幅な減少傾向に入る。一方、その 1987 年を境に労

働条件悪化を理由とする退職理由は増加していく。

図表１．女性の離職・転職理由の割合の推移

（出所：就業構造基本調査報告書　　総務庁）

＊　転職者：1年前の勤め先と現在の勤め先が異なる者

離職者：1 年前には仕事に就いていたが、その仕事を辞めて、現在は全
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く仕事についていない女性

離職・転職理由の割合＝理由別離職・転職者数÷女性離職・転職者総数

図表２．理由別退職率の推移

（出所：就業構造基本調査報告書　　総務庁）

結婚・育児による退職率が低下し労働条件悪化による退職率が増加する、このことは

何を意味するのであろうか。1986 年以前、女性が結婚と同時に職場を去るという企業社

会の慣行、いわゆる女性の寿退社が一般的であったのに対し、1987 年以降、男女雇用機

会均等法施行後は結婚しても働く女性・働いてみようと思う女性が多くなった。しかし、

実際働いてみると 時間勤務という労働条件の下での仕事と家庭の両立の難しさに直面す

る。そして、その困難な局面を克服できず会社を去っていく。 嶋氏が取材した女性たち

の発 の中にも、そうした 時間労働下での仕事と家庭の両立の難しさを訴える内容が共

通してみられたということは先述した通りである。そんな現状が結婚・育児退職率の低下、

労働条件悪化による退職率増加という統 資料に表れているのである。たとえば、柴山恵

美子氏は女性労働問題 決の基本的視点及び経済的、社会的背景をいくつか指摘する中で

「家庭責任を有する女子労働者の増大にもかかわらず、男女労働者が雇用・職業と家族的

責任を人間らしく両立・調和しうるような社会政策と労働条件の実現の決定的な立ち後

れ」（柴山，1993，162 頁）をその１つに挙げている。また、熊沢誠氏は著書の中で、現

代企業社会における女性労働者の実態について分析した後、女性が働き続けられる職場を

次のように 及している。１つは女性が従来の“男の仕事”に進出してゆくことである。

男女混合職場の続出こそがあらゆる可能性の源となる。いま１つは、これも い古された

ことながら家事、育児、介 などを果たしながら働き続けられる制度や慣行の獲得である。

（中略）“仕事と家庭の両立”の困難克服が古くて新しい 題であること、あらためてい

うまでもない。（熊沢，2000 年，198 頁）すなわち、現在仕事を辞める女性たちは仕事と

理由別退職率の推移

0.0
2.5
5.0
7.5
10.0
12.5
15.0
17.5

１９８２年１９８７年１９９２年１９９７年 年代

退
職
率

（
％

）

結婚退職率
育児退職率
労働条件が悪いことを理由とする退職率



21

家事の両立の困難によって職を辞し、士気を維持するには結婚・出産をしないこと とい

う結論に達するのである。

サラリーマン意 調査

私が聞いた「私は特別」

　2001 年夏、9 人のサラリーマンの方にインタビュー形式で職場を取り巻く環境につい
てお話を伺った。ここでは現役の働く女性からの視点で女性の働く士気を維持するもの、

くじけさせるものを考える。インタビューを行う中で、私も 嶋氏同様、彼女らの“私

は特別 ”という表現が気になった。 品会社 H・T 勤務の L.・T さんは「企画にいた経
験から営業ではいい意味で特別扱い。」と話す。この会社では商品を生み出す企画 が重

要な とされており、企画でのキャリアが自身の強みとなっている。化学会社Ｏ・Ｌ

勤務のＮ・Ｉさんは研究職から人事 へという特殊なキャリアを持つ。「キャリアは少し

変わっていて 」と前置きし、その経緯を当時の心境なども含め ってくれたのが印象

的であった。研究職では自分の納得のできるものができた、さて次は何をやろうかとい

う明るい特別な社内転職だったという。研究職時代の達成感から得た自信は、人事とい

うそれまでとは全く異なった環境で働くこととなったＮ・Ｉさんにとって、心の支えと

なったに違いない。人材サービス業に携わるＤ・Ｉさんは、その職場についてこう っ

た。「２度３度転職を経験した人が集まる会社なのでプライドをもって仕事に打ち込んで

いる独身女性がほとんどの職場。」この 葉から、彼女自身がプライドを持って仕事に打

ち込んでいる様子が十分に伺える。また、製造会社Ｉ・Ｔ勤務のＢ・Ｈさんは「 署内

での能力の自負はあるが外での自信はない。」と話す。“ 署内での能力の自負”は“特

別に優れた能力”への自信が感じられる。そして、 料を扱うＯ・Ｍに勤務するＮ・Ｚ

さん。「自分たちは機会均等法の第１世代。」であるとし、「均等時代のパイオニア的存在

でもあるため、 く勤め続け、後に続く女性に範をたれてほしいと思うものである。」（

嶋，2000，4 頁）との社会からの期待、注目を受ける、その世代としての特別な意 を垣

間見ることが出来る。キャリアが特別なＬ・ＴさんとＮ・Ｉさん。特別な職場の 囲気

で働くＤ・Ｉさん。能力が特別なＢ・Ｈさん。均等法世代に特別な意 を持つＮ・Ｚさ

ん。これらから、働く女性たちが う“特別”には東京女性財団が行なった『大卒女性

のキャリアパターンと就業環境』調査（1999 年）が明らかにした継続就業者の条件であ
る「仕事のやりがい」が特別という意が見えてこない。もちろん、仕事のやりがいがな

いというのではないだろう。強いて うならば本人自身に関すると思われる能力・キャ

リア・世代・企業環境への特別という思いが感じられ、そこに現在もイキイキと働く彼

女らの士気を維持する特別意 の存在を確認できる。

出産後は

　では、仕事を辞めた女性が職を辞した理由にあげた“結婚・出産”を含む家庭生活と仕

事との両立について、働く彼女らはどのように考えているのであろうか。まずは結婚につ

いて見ていくことにする。

私たちの「結婚後、仕事は続けたいか？また、妻となった人に仕事を続けて欲しいか？」

との問いに、続けたい、続けてほしいと答えた方は、なんと 9 人中 9 人 ただし、金融業

界で働く Z・U さんは妻が働きたいと ったら働いてほしいが、自分の妻が専業主婦であ
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ることに満 との答え方をしていることを付け加えておこう。

次に、出産について「出産後、仕事は続けたいか？また、妻に仕事を続けて欲しいか？」

との問いには実に様々な答えを得ることができた。まずは男性の意見。現在、妻も 校教

師で共働き中のＣ・Ｌ学校勤務のＩ・L さん。妻が出産後も働きつづけると っているこ

とについて了 だという。新婚当初はお互いの仕事と家事のバランスがうまくいかないこ

ともあったようだが、現在では家のことは良いバランスで機能していると話す。同じく男

性だが 24 歳と今回のインタビューで最も若いＢ・Ｌさんは「働いてほしい。子供のため

に親がいたほうがいいと思うが。」とする。その理由は金 的なものによる。金融機関勤

務Ｔ・Ｚさん「自分が結婚した女性には子供を産んでも仕事を続けてほしい。ただ、今は

実感がわかない。」現実にそうなった場合、どうなるかわからないといったところだろう

か。以上が出産を見守る立場の男性の考えである。では、実際出産をする女性たちの意見

はどうだろう。 品会社Ｈ・Ｔ勤務Ｌ・Ｔさんは「わからない。相手にもよる。」Ｈ・Ｔ

という会社には出産後も働きつづけているという女性はなくその前例がないという。その

ため育児休暇等の制度も未整備のままらしい。Ｌ・Ｔさん自身も「制度の問題ではなく仕

事の問題」と割り切った答え方をする。同様にＤ・Ｉさんも自身の出産後の予定について

聞くことはできなかったが、育児制度について「今までにそういったケースがないのでこ

れから必要に応じて作られていくと思う。」と話し会社がいまだ育児制度が未確立である

様子がわかる。一方、法で求められるもの以上の育児制度が整っている企業で働く女性た

ちはどのような見 を示すのか。化学会社Ｏ・Ｌ勤務のＮ・I さんは「女に生まれたから
には子供を産みたいが、その後自分がどれだけ働けるかには唸ってしまうようなところが

ある。」製造会社Ｉ・Ｔ勤務のＢ・Ｈさんは「出産後も働きたい。辞めたくないが、転職

を考えるかもしれない。」現在の職場環境とその働き方では育児と仕事の両立は不可能で

あると感じているのであろう。両者は出産後の自身の働き方・そのモチベーションの維持

に不安をのぞかせる。今回唯一の家事・育児と仕事の両立者Ｏ・Ｍさんは自身の働き方に

ついてこう話す。「家事育児分担は５分５分が望ましいと思う。実際は自分が掃除洗濯半

分、夫が掃除半分と料理。子育てに関しては子供が小学生にあがるまではほとんど自分。

子供は一人では生きていけない。 ちゃんのとき働くのはかわいそう。」そして、さらに

注目すべきは「もし同じような（かつて在籍したとても忙しい） 署が巡ってきても家族

のため断るだろう。」との発 をしているのである。働く女性が家庭をもち、仕事をこな

すということは実に絶妙なバランスの上に成り立っていることがわかる。

これらの調査結果からも分かるように出産について、結婚とは同じようにはいかない

様子で、女性が継続して働く上で実際の問題点となっていることがわかる。そこには社内

の制度の問題、本人のモチベーション維持、家族の協力と要求されることが多いため、問

題となる。出産後も働き続けるということを考えるとき、仕事を辞めた女性同様に、働く

女性にとってもその就業継続の意志を揺るがすものとなっている。前に示した図表２では、

“結婚退職率＞育児退職率”かつ“結婚退職率と育児退職率との差が僅少”になりつつあ

ることがわかる。このことは現役で働くサラリーマンたちが、結婚後働くことについては

皆“迷わずＹＥＳ”の答えだったのに対し、出産後の継続就業意志の有無については“曖

昧なＹＥＳ”と答えた事実を裏付けるものとなる。
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まとめ

以上で見てきたように、現役で働く女性が考える“働くことの士気を維持するもの”“特

別意 ”と元女性総合職が うそれには違いがある。前者は自分自身に関するもの（能力、

キャリア、世代）、後者は自分自身を取り巻くその環境（家庭・周りのサポート）につい

てである。どちらの い分が正しく、どちらの い分が間違いなのだろうか。どちらも間

違いではない インタビューの中で出会ったＯ・Ｍさんの 葉の中にその謎を 決してく

れるものがある。「もし同じような（かつて在籍したとても忙しい） 署が巡ってきても

家族のため断るだろう。」前にも１度述べたがもう１度ここで っておこう。働く女性が

家庭を持ち、仕事をこなすということは実に絶妙なバランスの上に成り立っているのであ

る。労働条件、家族の協力、本人の自信。そのどれか１つでもバランスを崩すようなこと

があればたちまち仕事を辞める、もしくは家庭生活をやめるという選択を余儀なくされる。

現代の働く女性には本人を取り巻く周りの環境が整うこと、そして本人には特別な何かが

必要とされている。統 調査が明らかにするように、総合職女性の退職理由のかつて上位

を占めていた結婚・出産は、年々減少傾向であることは間違いでない。しかしながら、そ

れは望ましい現実として捉えるにはまだ早い。先行研究やインタビューで出会った女性の

生の声を合わせ、第 3 章冒頭から十分論じてきたつもりである。つまり、働く女性個々

人に求められるもの＝会社内で良い意味で特別な存在であり続けることが求められている

という実態がいまだ企業社会に、はびこる。あくまで「できる女を引き上げ、できない男

を引き下げする」（熊沢，2000，49 頁）として登場した女性総合職に、普通に働くことは

求められていないのである。そして、そんな中家庭生活と仕事との両立への不安は、かつ

ての総合職女性の不安と何ら変わっていない。統 には表れないこうした現実を見直すべ

きである。

引用文献

嶋敬　　（2000）　『男女摩擦』　岩波書店

総務庁　就業構造基本調査報告書　1982年~1997年

柴山恵美子（1993）　「女性労働者」所収　戸塚秀夫・徳永重良編『現代日本の労働問

題』　ミネルヴァ書房

熊沢誠　　（2000）　『女性労働と企業社会』　岩波新書
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第 4 章　より良い賃金制度を目指して

妻沼正人

はじめに

日本の人事賃金制度は、現在大きな変革期に入っている。その要因は、多国籍企業化、

経済のグローバル化にともなうメガコンペティション、情報化があげることができる。そ

して多くの企業がその対応に われている。ではその望ましい対応、つまりは望ましい人

事賃金制度とはいったいどのようなものなのであろうか。今企業に求められているのは、

場当たり的な変革ではなく、10 年先、20 年先をも見据えた人事賃金制度の基本 格とな

るものなのではないかと私は考える。そして今回私たちはインタビューを通して、働く側

としての人事賃金制度について貴重な意見を聞くことができた。今回はインタビューの内

容を、自身のテーマである人事賃金制度という観点からまとめていきたい。

人事賃金制度に関する先行研究

Ⅰ．日本の人事賃金制度の動向

ⅰ歴史的な変遷

日本の戦後の人事賃金制度は、第一世代型年功賃金から始まった。第一世代型年功賃金

は従業員の生活の保障を基本理念として形成された。この第一世代型年功賃金は、雇用面

では「終身雇用制度」であり、賃金の面では「年功賃金制度」を中核的装置としていた。

しかし日本経済が国際市場に開放されると、 代的な「年功主義」から、 代的な「能

力主義」に転換するという動きが活発になった。そのなかで、職務給の導入が模索される

が、職務給は市場や技術の変化に対する組織の適応力を弱体化させるとして、広まること

はなかった。

　このなかで第二次世代型年功賃金が登場する。第二世代型年功賃金は「能力主義化」が

すすめられた。能力主義といった場合その 葉は多義的で「能力」「仕事」「成果」と 3

つの捉え方ができる。第二世代型年功賃金での中核的装置を果たしていた、「職能資格制

度」と「職能給」は、このなかの「能力」について注目された人事賃金制度であった。そ

してこの「職能資格制度」は、「能力」が、年齢・勤続などと同じように属人的な特性を

持っていたこと。「仕事」でなく「能力」を重視したため、組織が変わり、技術革新がす

すみ、他 に配置転換されて仕事内容が変化しても、賃金は安定的に決定されるという

二点により、第二世代年功賃金は現在まで広く企業に定着していた。（今野浩一 『人事

と賃金の新たな動向』）

ⅱ現状分析と今後

　現在、職能資格制度は、日本企業の七割強が導入しているといわれる。しかしこの日本

型人事賃金制度は、グローバル化による国際競争に伴う賃金コスト競争には年功賃金では

耐えることができない。年功賃金による コスト体 。賃金と成果のミスマッチ、格付・

評価基準の抽象化といった問題が顕在化してきており見直しが迫られている。

　そのなかで日本企業において、成果主義の導入がすすんでいて、業績給、仕事給、年俸

制など様々な みが行われている。
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Ⅱ．欧米企業の人事賃金制度

ⅰヨーロッパの賃金制度

　諸外国，特にヨーロッパ諸国における賃金は，社会的な「賃率」をベースとして決定さ

れる。これが作業内容や職種の格付けや職務の軽重難易に応じて決められた「標準賃率」

であり，ある一定の仕事に誰がどこの企業で就くかには関係のない，社会的相場である。

したがって，年齢の若いものでも年配の労働者でも同一職種の同一等級の仕事を担当して

いるかぎり，彼らには，同一の賃金が適用される。この「標準賃金」は，労働組合と経営

者団体の交渉を通して決定され，それぞれの企業に「横断的に」適用されるために，横断

賃率と呼ばれている。ヨーロッパでは，横断賃率は，職種別・熟練度別に社会的に格付け

された賃金である。種々の仕事・職種は，熟練職種，半熟練職棟， 熟練職種，と職種別

にされ，それぞれが，上級，中級，下級，というように熟練度別に分けられている。した

がって，全 で７から９までの段階にわけて横断賃率が、全国協約で、決定されている。

ⅱアメリカの賃金制度

　アメリカの賃金制度は管理職、専 職など(ホワイトカラー)に適用される年俸制とそれ

以外の労働者(ブルーカラー)に適用される時間賃金制(時給制)とに大きく分けることがで

きる。ブルーカラーに適用されている時間賃金制は基本的には職務給である。すなわち、

職務(ジョブ)を細かく定義し、各職務の評価に応じて当該職務に従事する労働者の１時間

当たり賃金額の範囲が定められている。一方、ホワイトカラーに適用される年俸制も職務

給を基本としている。ブルーカラーと同様に各職務の評価に応じて当該職務に従事する労

働者の年俸額の範囲が定められているが、一般的には上司と相談して年間の達成目標を決

め、目標の達成度合いに応じて評価が行われる。この評価に基づいてつぎの年の昇給が行

われることになる。年俸制が適用されている労働者には労働時間管理が行われない。

　アメリカの職務分 定(ジョブ・テーブル)は、かつては 常に細分化されたものであ

ることが多かったが、技術革新の進展速度が早まり、新しい職務が次々に作り出されると

ともに不要になる職務も多くなった結果、分 定の変更に時間がかかり、技術革新に柔

に対応することが困難になっており、現在では一般的傾向として従来分かれていた幾つ

かの職務を統合してその数を減らす方向にある。とくに最 めざましく進歩している情報

関連産業(IT 産業)の職務分 はシンプルなものが多い。

　

インタビュー結果

私たちは２人１グループで３グループそれぞれ３人ずつ、 ９人のサラリーマンの方か

らインタビューを通して貴重なお話を聞くことができた。インタビューでの 問事項は、

エンプロイヤビリティ、賃金、男女・家族問題の３つの大きなテーマにわかれており、私

は自己の関心があった賃金に関するまとめをしていきたい。

賃金に満 しているか

この 問のねらいは、労働者が賃金を満 と感じる要因は何なのかという点にあった。

問の答えをみてみると、「共働きということもあって、困っているということはない（I.L
さん）」「査定などの要素を含めて満 。きちんと生活できると思うので満 。（N.I さん）」
「賃金に満 している。自分で生活できる。（B.H さん）」「生活能力を含めて今の賃金に
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金に満 している。共働きだから、一人では満 できるかわからない。（N.Z さん）」「仕
事量に見合っていなく満 していない。（B.O さん）」という答えであった。
このことから賃金に対して満 感を感じる要因が二点あると考えることができる。一

つ目は生活給を保障されているかという点。二つ目は、自分の仕事に見合った給与であ

るか。という二点である。

まず一点目である生活給について考えてみたい。生活給は戦後のきびしい経済状況の

なか、従業員の生活を保障することは、労働側にとっても企業側にとっても重要であっ

た。この状況下に登場した賃金体系は基本賃金を中心としたもので、生活給という考え

方を明確に表していた。そして 年に入り、年功型から能力主義への移行が始まり、基

本給が職能給と年功的要素に 定される生活給によって構成されるようになった。しか

しこの日本型人事賃金制度は、グローバル化による国際競争に伴う賃金コスト競争に耐

えることができなくなってきている、という点で時代不適応になってきている。

しかしインタビューで得られた声の多くは、生活給によって賃金に満 を感じるとい

うものであった。年功・生活給中心から、職能、職務・業績（仕事給）が重視されるよ

うになっても、労働側は生活給を欲している。

木下武夫氏は『日本人の賃金』のなかで「労働側も、いわゆる生活給思想から脱して

賃金に差がつくことを合意し、その基準を模索しなければなりません。」と書いている。

さらに「賃金は、労働力の再生産を成り立たせるためのものである以上、どのような形

であっても生活給であることに変わりはありません。」とも述べている。つまり、年功賃

金にせよ、仕事給にせよ、それは生活給なのだと氏は述べているのです。だとするなら

ば、生活給思想から脱するのではなく、仕事給もその根底にあるのは生活給なのだとい

うことを、労使が共に理 する必要があるのではないだろうか。

二点目として、自分の仕事に見合った給与であるか、ということについて考えたい。

今野浩一 氏が『人事と賃金の新たな動向』で「賃金と能力を結びつける年功賃金をそ

のままにすれば、当然のことながら、賃金と成果のあいだにギャップが発生することに

なる。」と述べているように、現在のメガコンペティションの時代では、従来の人事賃金

制度では「賃金と成果の均衡」を保つことはできない。前述のとおり、職能資格制度の

良さは資格等級・職能給が職位・仕事と直結していないので、賃金を変えずに配置転換

等が行えることにあり、組織には 合が良く、従業員にとっては賃金の安定という点に

あるが、一方では、資格等級・職能給と実際に担当している仕事とのミスマッチにより

不満がでやすいという欠点もあったからだ。B.O さんが不満に感じたのは、まさにこのミ

スマッチによるものと考えることができる。そこで、このミスマッチを 消するべく、

仕事の種 や難易度を基準として賃金が決定される「仕事給」の導入が進められること

になる。

二点を通して人事賃金制度の改革の方向性は「仕事給化」であるということは明らか

である。労働者の賃金に対する満 という観点から、「生活給」と「仕事給」という一見

相容れない存在であるかのような両者を、いかに融合した人事賃金制度を創っていくか

ということが重要なのではないか。その際に木下氏の う「賃金は、どのような形でも

生活給に変わりはない。」という、賃金の本 の 分を労働者側が理 しているというこ

とが、より良い人事賃金制度を創っていくうえで重要だと私は考える。
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賃金制度と賃金カーブ

　インタビューをした九人の賃金について、職能給、職務給、その他に分 することが出

来るのではないだろうか。

　　ⅰ職能給

　　　N.I さん。「資格給、年齢給、付加給で 算されている。」「職能資格給が導入され

ている、という二点から職能給であるといえる。また賃金カーブは年功的なカーブ

を描いている。

　　　B.H さん。「能力主義へシフトしようとしている。」賃金制度にクラスという項目が

ある。また賃金カーブは年功賃金を描いている。

　　　B.O さん。「年功序列がある」という点から、年功的な賃金体系であることがわか

る。

　　　T.Z さん。「賃金は自分がいるランクによって決定される。」という点からは、職務
給なのか、年功的な要素のはいった職能給なのか判断することができないが、描い

ていただいたご自分の年功賃金は、年功的なカーブを描いていたことから、ここに

分 した。

　　ⅱ職務給

　　　Z.U さん。「今までは社内資格制度によって全社統一だった。」「 署ごとに、同じ

資格でも賃金が変わるようになった。」という二点から職能給から職務給へと変わ

ったのではないか。また年功賃金は年功的なカーブを描いている。

　　　L.T さん。「 署によって異なる賃金制度。」ということから、職務給が導入されて

いるのでは。

　　　D.I さん。「賃金は営業成績で決定される。」ということから、能力主義のなかの、
成果に注目した賃金制度が導入されているのではないか。また、賃金カーブは「人

によってまるで違うから描けない。」ということで、年功的な要素はないようだ。

　　　N.Z さん。「目的達成で報 が変わる。」や「1 年の目的＋年収によって決まる。」
という点。さらに、賃金カーブは年功的なカーブにはならず、人によって違うもの

に。

　　ⅲその他

　　I.L さん。年功賃金制であると い切っていること。また、能力給に関しては、判

別がしにくいとおっしゃっていて、完全に年功賃金のみであるということがうかが

える。これはむしろ、第一世代型年功賃金に いのでないか。また、教師という特

殊な職業柄、このような賃金制度なのではないか。

このことから、多くの企業でまだ年功的な要素が残っているということが分かる。従来

の日本的賃金制度は、職能給が中心であった。インタビューでも、職能給を採用してい

る企業が多いことがまた、賃金制度への関心の さも、このインタビューの結果から感

じ取ることができた。

査定基準は何が望ましいか

この 問のねらいは、労働者は賃金の査定基準に何を望んでいるか。さらにいえば、

年功的なものを望んでいるのかどうかという点にあった。

問の答えとしては「成果、能力。働きぶりや態度はあまり気にしない。（B.O さん）」、
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「仕事の価値や成果、能力が望ましい。働きぶりや態度はコンピテンシーとしてならい

いが、真面目なだけではだめ。結果が伴わないと。（N.Zさん）」、「仕事の価値評価。（B.H
さん）」、「パフォーマンス（仕事の や量）。（D.I さん）」、というように、仕事の価値や
成果、能力を望ましいと考える人が多く、働きぶりや態度という、従来の日本型人事賃

金制度の特徴である、属人的要素を望む人はいなかった。

しかし N.I さんは「年功賃金はいい面と悪い面がある。どちらかといえば実力、能力
主義を推すが、能力主義だけでの評価では、賃金の変動が激しく、それでは困るのでせ

めて生活ができるための基本賃金は欲しい。」と答えている。

この、能力や成果主義による賃金制度が望ましいと思う一方で、生活給の保障はして

欲しい。というのが労働者の本音であるのだろう。今、労働者の多くがおかれている第

二世代賃金制度は、職能給と生活給で構成されている。その点では、労働者側としては

現在の賃金制度は満 のいくものなのかもしれない。しかし第二世代賃金制度が見直さ

れ、人事賃金制度の変革期であるという状況が、生活給は保障して欲しいが年功賃金は

望まない。という結果を生み出しているのではないか。

査定結果の開示はあるか

この 問のねらいは、会社は査定基準として何を重要視しているのか。またそれは労

働者とどれだけ差があるのか、という点であった。

インタビューの結果、明確に査定結果の公示があるとわかったのは五人で、開示がな

いというのは四人であった。また目標管理制度が導入されているのは六人で、査定結果

の開示があると答えたのは全て目標管理制度が導入されている会社に勤めている人であ

った。公示があると答えた五人は「目標の達成度についての面接が上司とある」と答え

ている。そして目標管理制度の査定結果は、 与に反映されているということであった。

ここで、「査定結果の開示は 与に関するものだけに行われているのでは」という疑問

が残る。目標が達成できたか、という成果によって評価されているが、この査定基準の

成果は、評価しやすいために公示が行われているのではないだろうか。逆に えば、基

本給に関する査定結果の開示は行われていないと考えることができるだろう。 与では

なく基本給に関する査定結果の開示、また査定基準についてはインタビューで聞くこと

ができなかった。

この基本給の 分は「職能給＋年齢給・勤続給＋諸手当」という賃金体系を取ってい

る企業が多いが、年齢給・勤続給を職能給＋業績給に転換し、職能給における属人的要

素も取り除いていくことが望ましい。そして、仕事を基準にした、能力・業績中心主義

に転換する場合、一律処 ではなく、個人差を考慮し、処 に反映していくと同時に、

公平で、納得できる人事査定、オープンな査定が必要である。そしてその査定結果の開

示というのは、目標管理制度における開示のみならず、賃金に関する 分全てに対して

行われるべきなのではないだろうか。

インタビューのまとめ

　今回のインタビューのまとめをすると、成果主義・能力主義を導入している会社は多く

なってきてはいるものの、年功賃金からは抜け切れていないということである。労働者は
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年功賃金を望んではいない、ということも同時に分かった。しかし、労働者の賃金に関す

る満 の要因としては、「生活給」が挙げられており、その点で労働者は、年功賃金であ

るが、「生活給」が保障されているので、現在の賃金制度に対して妥協しているのではな

いか。

　また、査定結果の開示に関しては、目標管理制度が導入されている会社では、目標の達

成度という点に関しては、開示が行われているようであった。目標管理制度の一環として

の査定結果の開示だけでなく、賃金全般における開示がなされることが望ましいのではな

いか。

　今回私たちのインタビューさせていただいた 3 人の方は、どの方も賃金に関する意 が

く、 常に参考になるお話を聞くことができた。インタビューをまとめていくと、イン

タビュー当時の自分たちの力不 に気付き、もっとよいインタビューができたのではない

か、という思いにさせられました。インタビューを快く引き受けていただいた皆様に大変

感 しております。ありがとうございました。

より良い賃金制度の模索

より良い賃金制度とは何なのだろうかと考えたとき、私が真っ先に考えるのは、安心し

て仕事をがんばることができる賃金制度、というものである。それはやはり生活給の保障

というところから始まるのである。

戦後の日本の人事賃金制度は従業員の生活の保障、つまり生活給を基本理念としてつく

られ、今日まで続いてきた。しかし、現在、日本型人事賃金制度は制度疲労を こしてい

るといわれ、生活給から脱しろという提唱がなされている。たしかに従来の制度では上手

くいかなくなってきているのは事実であるし、改革の必要性も疑う余地はないだろう。し

かし、今回のインタビューでも分かるように、労働者は生活給を欲しているのである。安

心して働きたいのである。人事賃金制度を変革していく上で、気を付けなければならない

のは、制度疲労を こしているのは「年功賃金」であり、「生活給」の保障という考え方

が、時代不適応になってきているのではない。という点を、再確認する必要があるのでは

ないか。（従来の生活給には年功的な 分もあるが、それは一 である。しかしながら生

活給の範囲は検討されるべき 題である。）

引用文献
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第 5章　現代日本の賃金 査定制度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　中村要祐

問題意

私たち吉田ゼミは 2001 年８月に９人のサラリーマンの方々にインタビューを行った。
目的は、文献の枠を え、自分たちの耳で、サラリーマンの方々の生の声を聞くことであ

る。そこで、聞いたことは、もちろん文献の内容と重なる 分もあったが、一人一人考え

方は千差万別で、文献の内容とは全く違う 分も多分にみられ、大いに参考になった。

　現在は、戦後最大の不景気だといわれ、失業率も過去最 になってしまっている。この

ような現状が作り出されてしまった背景として、日本の終身雇用制、年功序列型賃金制度

が一因としてあるとされ、これらの撤廃と、欧米のような能力主義、さらには成果主義の

導入が叫ばれている。私はこのことに関心を持ち、終身雇用制、年功序列型賃金が批判さ

れる原因と本当に日本は完全に能力主義、成果主義へ移行しなければならないのか、また、

移行することは可能なのか、ということに疑問を持ち、一年間私なりに様々な文献を読み、

それらについて考察してきた。今回のインタビューでも、会社の賃金・査定制度の現状と

サラリーマンの方々がそれについてどのように考えているかについて伺ってきたので、選

考研究と、インタビュー、さらには、これらの事象に対する私の見 を述べ、ミニ卒論と

したいと思う。

先行研究

それでは、初めに今までに私が今まで研究してきたことを先に発表していきたいと思

う。

　日本は今、多国籍企業時代に突入しようとしている。そこで、賃金制度の根本的な転換

をしなければならないのである。その根拠を今から述べていくことにする。

　1985 年に、プラザ合意が画期した。プラザ合意以前は、日本特有の生産と労働により、
低コスト 品 の製品を国内で生産し輸出するという方法により、日本は莫大な貿易

字を出しつづけていたのだ。しかし、プラザ合意以降は、様子が変わってくる。円 と日

米貿易摩擦により、海外に進出し、現地生産現地販売する多国籍企業化が進むようになっ

たのだ。これにより、日本もこの方法をとらざるを得なくなってしまった。しかし、日本

特有の年功序列型賃金と終身雇用制による労働者の働かせ方と下請け構造という国内での

国際競争でのメリットは、多国籍企業の現地では通用しなかった。これにより、日本は現

地でも通用する方法を考えなければならなくなったのだ。

　次は、グローバル経済化の問題である。1989 年にソ連が崩壊し、それにともない、社
会主義経済をとっていた国が、市場主義経済へと移行してきた。特に、アジア、中南米、

アフリカなどの低開発国の市場経済化が進んだ。つまり、商品市場と生産拠点のグローバ

ル化が進んだのだ。

　その次に挙げられるのが、情報化である。グローバル化と情報化は所得面で二極分割を

もたらす。シンボリック・アナリストという枠と、ルーティン労働者と対人サービスとい
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う枠である。この、情報化による二極分化が、日本における賃金、雇用、労働市場のあり

方を変動させる要因になっているのではないだろうか。

　この三つの要因をまとめてみよう。多国籍企業の進展、社会主義市場経済化、途上国の

急速な発展による経済グローバル化により、日本経済のシステムが、 制度疲労 もしくは

「時代不適応」になってしまった。そこで、日本は急激な賃金制度の転換、新人事制度の

提唱をせざるを得なくなっている。しかし、日本企業はいまだに代替的なシステムを構築

できず、雇用不安は 消できていないのである。

　多国籍企業化、グローバル化、情報化の中で企業が国際競争を勝ち抜くためには、 シ

ンボリック アナリスト が必要だと私は考える。シンボリック アナリストとは、独創的

な思考、創造的あるいは批判的な想像力を持ち合わせた人のことである。しかし、年功集

団主義における企業内労働で必要とされる、 企業特殊的技能 とは 心構え のようなもの

で、この環境では「シンボリック アナリスト」は育たないといわれている。そこで、新

しい人材活用や処 のあり方、新しい技能養成の仕組みが、日本の経営には必要なのだと

私は思う。

次に、日本の年功賃金の成立から今までの過程を歴史的にみていきたいと思う。1950 年
代、 年功的熟練 を技術的な基礎として年功賃金が成立した。1960 年代以降、人事制度
における処 を仕事でなく属人的評価で決めるという方法が、見せしめ効果も発揮し、労

働運動は後退した。日本的雇用システムは、四つの特徴を持つ。①定期一括採用方式(こ
れは学歴競争社会とリンクする)②内 昇進制③内 労働力移動④定年制　である。日本

では終身雇用制の元で内 昇進制をとっているために、本来、ピラミッド型をとるはずの

管理序列と実際の台形方の処 序列との間で矛盾が生じてしまっている。そこで、職能資

格制度が誕生した。職能資格制度とは、資格によって労働者が格付けされていて、昇進し

たとしても、同じ資格の階級内での賃金は同等であるという制度である。この職能資格制

度によって、台形型の経営組織が出来上がった。現在は、その台形方をピラミッド型に合

わせるために、新人事制度が提唱されている。

　さらに、新 学卒者を採用し、企業内で技能を養成しその技能を向上させ、スキルアッ

プしていくのだが、そのレベルアップしていく段階が年功的であった。そこで、年功的に

上昇していく能力の程度を能力主義的に評価していくことが必要になった。選抜的な養成

システムではなく、年功で増える技能を等級制で評価するのが職能資格制度であり、それ

と賃金を結びつけたのが職能給であった。年功制を転換するには、企業内養成システムを、

相対化し、また、限定化する必要があるだろう。

　続いて、賃金体系の内容を詳しく見ていきたいと思う。まず、賃金決定の基準とはなに

かについて定義したい。属人給とは、人間を基準に支払われる給料のことである。学歴、

年齢、未婚か既婚か、などがこれにあたる。仕事給とは、就いている仕事によって支払わ

れる賃金のことである。職務遂行賃金とも い換えることができる。賃金のグローバルス

タンダードは 仕事給 であり、先進国の中で日本だけが年功賃金である。また、日本は先

進国の中で最も労働運動が れている国でもある。年功賃金は、年齢や家族数、男性 女

性などの属人的な要素によって、労働者一人一人の生活を、企業が直接保障するような賃

金である。仕事給は、個人の属性ではなく、仕事の種 や内容を基準にして支払われる賃

金である。仕事を通じて、間接的に生活を保障しているといえる。その意味では、仕事給
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も生活給(その人が生活するに りるだけの給料)であるといえる。年功賃金は仕事給に比
べて、個人の生活に密着した形で支払われるので、理想的な賃金だと捉えられてきた。職

能給は、与えられた仕事を遂行する個人に備わった能力を評価するものである。それに対

して、職務給とは、与えられた賃金を遂行するためにどのくらいの能力が養成されるか、

その難易度によって評価するものである。つまり、職能給と職務給は、属人給か仕事休暇、

という点で区別されるものである。

　日本人は、仕事給を否定し、年功賃金を擁 するといった深層心理が働いているようで

ある。これは、仕事の区別を人間に対する差別と受け取ってしまう考え方や、仕事の難易

度や種 によって賃金に格差をつけるのは人間の平等の原則に反するという、善意の人間

平等主義が、年功賃金擁 の中にはあるのではないかと筆者は捉えている。

　しかし、実際サラリーマンはどのように考えているのであろうか？ 働くこと の意 変

化と行動についてのアンケートをまとめた本があるので、それを紹介したいと思う。

　働く人たちの意 変化には、二つの方向があると思われる。一つは、会社中心から自分

の生活重視へ。二つ目は、会社＝仕事から会社と仕事の峻別へ、というものである。

　次に、勤め先に対する信頼についてみていきたい。勤め先を信頼している、とこたえた

人たちは、大きく分けて、二つのことを信頼していると考えられる。一つは、組織に対す

る信頼。二つ目は、社 、同僚、上司に対する信頼である。特に 信頼している とするグ

ループでこの傾向が強く、約半数は組織そのものを信頼している。一方、勤め先を信頼し

ていない、とこたえた人たちも、 会社の同僚 だけは信頼できるとこたえている。つまり、

組織そのものあるいは組織を象徴する役職への信頼とは異なる信頼関係が存在し、それは

勤め先を信頼するか否かにかかわらず表明されている。これらの意見をまとめると、全体

として勤め先に対する信頼そのものは崩れているわけではなく、むしろ若干ではあるが上

昇しているが、信頼していない人もいる。しかし、信頼しない人たちも、勤め先の中にあ

る 人と人とのつながり は存在に値するとしており、ここにわが国の企業、さらには経済

社会の再生に向けたヒントの一つがあると考えていいだろう。

　ところで、転職はサラリーマンにとって、期待できるものなのだろうか？単純に、所得

だけを見てみると、転職は、経済的なロスをもたらすものとなっている。終身雇用、年功

序列賃金に基づいた内 労働市場への過度の依存は、反面、外からの人材の獲得に対して

厳しいハンディを負っていることが分かる。

　このように、転職という道も厳しいものである現在、また、将来に対する不安や現状の

経済環境の中で、人々は将来に対してどのような姿勢で臨もうとしているのであろうか？

新しいことにチャレンジしてみたいとする人の意 に萌芽はすでに見られている。97 年
から 2000 年にかけて「よりよい生活のためなら、今の生活を変えるようなことにも積極
的にチャレンジしていきたい」と考える人たちがサラリーマンの中でも拡大しているので

はないだろうか。しかし、「たとえより良い生活の可能性があるとしても今の生活を変え

たくない」とする人たち３割 く存在することも確かである。ここには、様々な理由で よ

りよい生活 という 望をもち得ない人が存在する問題とともに、安定志向や従来の慣行

から離れたくないという意 も存在している。

　次に、雇用方針の変化についてみていきたい。日本的雇用慣行を特徴付ける① 期継続

雇用②年功主義的処 ③ 期的な人材育成、の三点について、経営上主流になっている考
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え方の現状と、今後主流になっていくであろう考え方についてまとめておく。

　ほとんどの企業が 期継続雇用を前提として、その枠内で年功主義的処 のあり方を変

えていこうとしている。 期継続雇用の重要性が まるとする企業は全体の一割程度であ

り、従来方針の重要性が まるとする企業と、新たな方針の重要性が まるとする企業の

割合がほぼ拮抗している。さらに、年功主義的処 では従来からの方針の重要性が見通さ

れている。

では、このような基本方針の大転換はどのような方策によって実現しようとしているので

あろうか。現在とられている方法は、 年齢層を放出し、中途採用で２０代、3０代の実
務経験者を雇い入れ、短期的な補助業務への対応として人材派 を利用しようというもの

である。さらに、年功主義的処 では従来からの方針の重要性が見通されている。これら

のことを踏まえると、企業の重視する技能は、職務特化型の専 技能であるということが

できる。つまり、ゼネラリストからスペシャリストへと、企業の欲しがる人材が大幅に変

わってきたといえる。

インタビューのまとめ

はじめに、９人のインフォーマントのプロフィールを書いておくことにする。

B.H さん・・大学卒業後、総合職として I.T(製造業)入社　未婚
N.Z さん・・大学卒業後 T.T( 料メーカー・外資)入社　現在 料ブランド開発マーケテ

ィングマネージャー　既婚

B.O さん・・ 校卒業後 I.J(情報サービス)入社　未婚
T.Z さん・・大学卒業後 E.T(金融業)入社　未婚
Z.U さん・・大学卒業後 T.I(金融業)入社　未婚
D.I さん・・大学卒業後転職し、現在 O.T(人材サービス業)入社　未婚
I.Lさん・・大学卒業後 L.L(学校)入社　既婚
N.I さん・・大学卒業後 O.L(化学)入社　人事グループ　人事教育担当　未婚
L.Tさん・・大学卒業後 H.T( 品)入社　未婚
（以下敬省略）

Ｑ１・今の賃金について満 しているか？

見 ：賃金については満 している人が大半を占めていた。これは、もらった給料で生活

していくことができるから、という理由が大半だった。今の給料じゃ車や家が買えな

いから不満 だ、などという人はいなかった。つまり、賃金が生活給であるというこ

との証明になったが、少しそれでは寂しいなという気がした。

Ｑ２・査定基準について何が望ましいか

見 ：能力・成果で判断してほしいという人が大半であった。年功賃金制を望む人は一人

もいなかった。能力を重視してほしいという人と、成果のみを重視してほしいという

人が半分に分かれたのはおもしろかった。これは、成果が如実に数字として現れる仕

事と、成果がなかなか数字として現れない仕事があるからではないかと思う。例えば、
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N.Z のマーケティングや L.T の営業などの仕事は成果が数字として反映されてしまう
だろう。それに対して、B.H の仕事などは、一つの仕事の期間が いのでその仕事に

対する努力などをやはり見てほしいのではないだろうか。

Ｑ３・勤続している会社の賃金制度の方針は知っているか？

見 ：インフォーマント全員が賃金制度の方針を知っているというのには驚いた。どの会

社も 常にオープンな制度をとっていて従業員に納得して仕事をしてもらおうという

考えを示しているのがわかる。働く側も、賃金制度についてわかっているのだから、

安心して仕事ができるだろう。その中でも、特に多かったのが、従業員自らが目標を

立て、一定期間後に上司と相談して目標に対する到達度を測り、それに応じた賃金を

もらうという方針だ。このやり方は、特にボーナスの払われ方の基準として使われて

いるらしい。９人中６人がこの方法で賃金をもらっていた。このことは、先程も述べ

た、生活給とも密接に関わってくるだろう。基本給は月給で払い、ボーナスは応力、

成果主義にするという二段構えになっていることがわかった。３０代前半は賃金の急

激にあがる時期だと われている。また、この年代は同期間格差も望み始める時期で

ある。そこで、仕事の価値、成果に準拠した賃金を会社も支払う必要があるだろう。

Ｑ４・査定結果の公開はあるか？査定結果には満 か？

見 ：査定結果の公開についてはあるところ、ないところバラバラであったがほとんどの

人が賃金自体に満 しているようなので査定結果は特に気にならないのかもしれない。

公開がある会社は、目標管理制度を導入していることがわかった。また、Z.U の会社

などはボーナスの配分が結果の公開につながるという画期的な制度をとっていて、感

心させられた。

まとめ

今回のインタビューで分かったことは、多くの企業で成果主義 能力主義を導入してい

るということである。従業員もそれを良しとし、年功序列型賃金には誰もが反対してい

た。また、多くの企業で目標管理制度を導入しているということも大きな発見であった。

そして、従業員もその結果に皆納得しているようだ。私は最初、目標管理があっても、

従業員はその結果に納得がいかないが、泣き寝入りをしているのではないだろうかと予

想していたのだが、以外にも、その結果に素直に従っているようだ。やはり、自分が立

てた目標なので、結果についても自分で納得がいくということなのだろう。

目標管理制度はボトムアップの制度であり、その意味で、企業と従業員の 離を づ

けることができる。しかし、従業員が点数を稼ぐことのみに気をとられてしまい、人間関

係やモラルに支障が出てきてしまう可能性もある。この可能性を消し去るには、目標管理

制度が誰でも納得できる明確なものであることと、従業員と企業がお互いに納得しあうこ

とが必要である。今回のインタビューの結果では、どの企業もしっかりとした目標管理制

度を確立していることが分かった。

ただ、一つ気になったのは、査定結果の公示をしている企業がとても少なかったとい
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うことである。これは今後改善しなければならない点である。つまり、まだまだ企業と従

業員との間には目に見えない大きな壁があるということであろう。今後、企業は査定結果

についてオープンにする必要があり、従業員もより納得して仕事ができるようにお互いに

努力していく必要がある。

インタビューの結果は、文献に書いてあったこととほぼ一致した結果となった。この

ことを踏まえて、もう一度文献を読み して、更なる理 を深めて卒論につなげていきた

いと思う。

結論

　今回のインタビューは、企業の実態を知る上でも、また、サラリーマンが企業の賃金

査定制度についてどのような考えをもっているかも分かり、 常に参考になった。ミニ卒

論を書くことにより、４年になってからの卒論の指針になった気がする。今回インタビュ

ーに答えてくださった方々の意見は今の 3０代の企業に対する考え方の集合であるといっ
ても過 ではないだろう。４年は就職活動なども始まり、入りたいと思う企業についても

調べなければならないことはたくさんあるが、その企業の賃金 査定制度についてみるの

も、会社選びの参考にしてみたいと思う。卒論では、３年にやったことを 格にして、更

なる研究とともに、話に肉付けをしていきたいと思う。

引用文献

木下武男『日本人の賃金』平凡社　1999 年
橋本昌三『生活革命　第６章』野村総合研究所　2001 年
嵯峨一 『日本型経営をめぐる諸議論とその問題点』　1998 年
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第 6 章　エンプロイヤビリティと転職意 について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡崎さつき

はじめに

昨今の日本は、完全失業率が過去最悪の　5.5％、完全失業者数 350 万人となり、深刻

な失業問題を抱えている。日本経済新聞（12/28 夕刊）では、この状態は金融、製造業な

どで企業破綻が相次いだためであり、中でも特に、倒産や 雇により失業を余儀なくされ

た「 自発的失業者」が過去最多の 123万人となったと記されている。

私は、就業者への失業の 止・対応策の一環と われている“エンプロイヤビリティ

（Employability・雇用される能力）の形成”、そして彼らの“転職意 ”について大変興味

を持った。

これらの２つの点に着目して、今後の日本人の働き方について考えていきたいと思う。

先行研究

　まず、エンプロイヤビリティについて、これまで学んできた内容を整理してみる。

エンプロイヤビリティという 葉は、経済同友会が 97 年に発表した「雇用システム改

革にむけた行動指針」の中で打ち出したものである。そこでは、経営者が個々の労働者を

競争原理によって管理することが主張されている。労働者を互いに競争させ、その「成果・

実績」に基づいて賃金などの処 を決めていくのだが、労働者は「成果・実績」をあげる

ためにも、自己責任で各種セミナーに通い、資格を取り、エンプロイヤビリティを めな

ければならない必要性が説明されている。99 年４月には、日経連が「新時代の労使関係

の 題と方向」という報告を発表し、個々の労働者にエンプロイヤビリティをつけさせる

という政策を打ち出している。その中で能力は、「狭義のエンプロイヤビリティ」と「広

義のエンプロイヤビリティ」との２種 に分けられ、前者は他の企業にも通用する移動可

能な能力を、後者は当該企業内で発揮され継続的に雇用される能力を意味した。就業者は、

エンプロイヤビリティの開発によってリストラされても、転職が可能なだけの能力をあら

かじめ身に付ける事ができると考えられる。一方の企業側は、広義のエンプロイヤビリテ

ィからも判断できるように、就業者の能力開発支援は、個人の自己実現と企業の永続的な

発展との調和を可能にすると考えられる。お互い利益を得る事ができる対策であると わ

れている。

　現在の企業には、 期継続雇用、年功賃金制、新卒一括採用といった日本的雇用慣行や、

従来型の人事評価制度、人材育成制度の見直しが迫られ、新たな人事・人材育成の枠組み

の構築が求められている。もちろん、能力開発支援もその一環であり、特に注目すべき点

は、エンプロイヤビリティを含む企業と従業員の関係である。

　企業と従業員の関係には、「従業員自立型」と「従業員自律型」の２種 があるとされ

ている。端的に説明すると、「従業員自立型」＝「従業員が企業からの支配を排して自立

しているタイプ」、「従業員自律型」＝「従業員が企業の支配のもとで自律しているタイプ」

の２種 である。従業員自立型は、個人主義的要素が強い米国企業で見られるタイプであ
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るのに対し、日本企業では従業員自律型が見られている。

　日経連の示すエンプロイヤビリティの目標は、雇用の流動化（フレキシブルな雇用）で

ある。企業によって身につけた能力を前提に、各人に転職できる能力を身に付けさせる政

策である。その結果日本では、組織あっての従業員自律型の関係が築かれる。

わが国におけるエンプロイヤビリティに着目した上で、就業者のエンプロイヤビリティ

開発の意 を検討すべきだと考える。

　そして、現在の人々の転職意 に関しては、従来のように「大企業なら潰れる心配はな

い」とか「一旦企業に勤めれば定年までは実 的な雇用が保障される」といった状況では

ないとされている。日経連教育特別委員会・エンプロイヤビリティ検討委員会による報告

書の中では『特に若年層を中心に、自分の職業を、１つの企業で全うするといった考え方

から、自分自身のやりたい仕事を明確にし、仕事を通じて、自らのキャリアや能力の開発

に力を注ぐことを優先させるという考え方へ変化する傾向が見られる。』と述べられてい

る。

　これらのエンプロイヤビリティ、及び転職意 の状況をふまえた上で、ホワイトカラー

調査（男性４人・女性５人　 ９人）の結果を検討していきたいと考える。

調査結果

今回調査を行った９人は、「転職」の視点から“転職を経験した人”“転職を具体的に検

討した人”“転職への関心が少なかった人”の３つのグループに分けられる。

まず、転職を経験した人について考えてみる。この場合の転職基準は、職場もしくは仕

事内容を大きく変える事を示し、通常の社内通達による転勤や異動は含まない事とする。

その結果、転職経験者は９人中２人（女性２人）である。

その内の１人は、外資系企業で人材サービス業に携わるＤ・Ｉさん（31 才・未婚）で

ある。彼女は５年前、それまで２年間勤務していた 機メーカーを退職、現在の会社への

転職経験を持つ。転職の理由は、仕事を一所懸命する人とそうでない人で給料が変わらな

いこと、毎年同じ仕事をしていくのが単調であること、新製品の絶え間ない開発は、結果

的に消費者の負担になると思った事が挙げられている。現在は、「自分でやらなければと

いうものに出会えば 業してみても良いが、特になければ雇われの身で良い」と考えてお

り、現在の仕事に対する い充実度が伺える。

もう１人は、化学会社の人事 で働くＮ・Ｉさん（31 才・未婚）である。彼女の場合、

転職経験と っても会社自体は変わっていない。しかしながら仕事内容が、一般的に考え

られるであろう“会社が変わる転職”に匹敵するほど変化していると判断できる。彼女は、

大学の理学 を卒業後、現在の会社に就職。最初の６年間を医薬品の研究開発に携わる研

究員として過ごす。その後、研究の達成感と今後は何をしようかとの思いが交錯する中で、

偶然人事担当者と話す機会が訪れる。人事 で人を求めていることを知ったＮ・Ｉさんは、

公式ながらも自ら異動を希望。その結果、現在に至る。「２度と理系の仕事に戻れない、

研究ということは一生できないという抵抗はあったが、潔く 悟を決めた面もあった」と、

話すＮ・Ｉさんには「当時の研究開発での上司には怒られた」というエピソードも残って

いる。彼女の転職が、どれほどに特例だったかを伺うことができる。
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　次に、転職を検討した人について考えてみる。その結果、具体的に検討した人は、９人

中３人（男性１人、女性２人）である。

Ｔ・Ｚさん（31 才・未婚）は、金融機関に勤務している。彼は、以前いた 署でうか

ばれなかった時に転職を考えた事があると う。転職をしなかった理由として、ジョブロ

ーテーションがあるから他の 署に移る機会はある事や、当面は今の所でスキルアップし

ていく予定である事が挙げられている。ただし注目すべき点は、仕事柄「一緒に仕事をし

ないか？」という誘いもあり、今後全く転職の可能性がないとは い切れない。

総合職として製造業に携わるＢ・Ｈさん（33 才・未婚）の場合、入社して間もない頃

に転職の誘いにのろうと思い、具体的に説明会を聞きに行った経験を持つ。彼女が実行に

至らなかったのは、当時の職場と変わらないと思ったからである。現在、仕事にやりがい

が出てきている事や、また 署内での能力の自負はあるが外での自信はないとして、転職

は考えていないと う。その一方で、自分の中で勝負できるものがある場合や、会社に見

切りをつけた時には転職するだろうとも答えている。

同様に、 料メーカーでブランド開発マーケティングブランドマネージャーとして勤務

するＮ・Ｚさん（33 才・既婚）も、転職の誘いを受けて真剣に悩んだ経験を持つ。当時

の上司が転職する際に、ついて来ないかと話を持ちかけられたのである。給料の良い事が

魅力的であったが、転職先がタバコを扱う会社であったため（彼女は滅法タバコが嫌い）

転職には至らなかった。現在 10 才の子供の母親であるＮ・Ｚさんは、仕事に関して、仕

事のみで考えると満 できない 分はあるとするものの、家庭や自分の私生活を含めて考

えると、現在の仕事に満 していると う。そして、現在以上に忙しい 署が巡ってきた

ら、家庭のために断るであろうとし、これから転職する予定はないと う。

　最後に、就職してから転勤・異動はあるものの、一般に考えられる社内通達範囲である

人や、本人から「転職しようと考えたことがない。」との明確な答えがあった人について

検討してみる。そのような人は４人であった。（男性３人・女性１人）

１人目は、金融関係の会社に勤務するＺ・Ｕさん（31 才・既婚）である。彼は入社以

来、社内通達による支店や勤務内容の変更はあるものの、転職はしていない。同じ 行員

のＯＢを見ると、52、3 才で出向してそこで定年を え、65 歳まで再就職するケースが

一般的で、彼自身もそうなるであろうと予想している。しかしながら、転職を全く考えて

いないかと えばそうではなく、よそを全く見ないという事はしないつもりとも う。

２人目は、 品メーカーに勤務するＬ・Ｔさん（31 才・未婚）である。彼女には、他

社へ移って仕事をするといった希望はない。実際に今の会社に他社から移ってきて、変わ

れない人を目の当たりにしている事が理由として挙げられ、また、会社が自分の体 に合

っていると う。現在、彼女は仕事をする傍ら、通信制の大学でデザインを学んでいる。

デザインは、仕事内容とも密接に関係しており、働きながらチャレンジを続けている姿勢

が伺える。

３人目は、情報・サービス系列の会社でプログラミングの仕事をしているＯ・Ｂさん（24

才・未婚）である。彼は、情報処理 験に合格しているため、それらの専 的知 を活か

して仕事をしている。 署異動希望を出して異動をした経験はあるが、基本的な仕事内容

はプログラミングであり「今の会社で基本的に満 。会社を変えるつもりはない。」と

う。
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４人目は、 内の私立 校に勤務するＩ・Ｌさん（33 才・既婚）である。彼にとって

教師は、中学生の頃から思い続けていた念 の職業である。就職では、一般企業は念頭に

なかったと い切る。次の年に、他の学校への行くことを検討してみるが、教師以外の全

く別の職種に変えようと考えたことはないとも う。教師という資格をフル活用した働き

方であると考えられる。以上が、今回インタビューを行った９人のホワイトカラーの調査

結果である。

まとめ

　冒頭で提示したエンプロイヤビリティと転職意 、そして調査結果を合わせて、今後の

日本人の働き方を具体的に考えてみる。

転職検討者であるＴ・Ｚさんの「当面今のところでスキルアップ」と う 葉に代表さ

れるように、現在の仕事を通じて自分を磨く努力をしている人が多いと思われた。最 の

若年層には、職業を１つの企業で全うするといった考え方が減少傾向であるとされている

が、実際に転職する際は、就職した後に何らかのきっかけがあって実行されると考えられ

る。つまり、最初から転職する事を意 して就職する、職業生活を１つの企業では全うし

ないと決めて就職する人は、少数派であると考えられる。

「雇用される能力」を意 しているかどうかは定かでないが、働きながらデザインを学

ぶＬ・Ｔさん、情報処理 験合格によって専 的知 を活用して働くＯ・Ｂさん、教師と

いう資格をフル活用するＩ・Ｌさんは、自らエンプロイヤビリティの形成を行っていると

考えられる。ただしＩ・Ｌさんに関しては、教師という資格が大前提であり、一般企業で

働くサラリーマンとは働き方が大きく異なる点に留意しておく必要はある。

能力の１つとされている“資格”に注目してみると、今回調査した９人の中で、会社側

から資格を取ることを義務づけられた人は少なかった。研究員時代に危 物取り扱いの資

格を取ることを命令されたＮ・Ｉさん、ただし現在の人事 で、取らねばならない資格は

ない。情報処理 験に合格をしてプログラミングをするＯ・Ｂさんに関しては、会社の命

令によるものかどうかは定かでない。 署内での能力に自信はあるが、外 で通用するか

の自信はないとするＢ・Ｈさんの能力は、会社から義務づけられた資格が関係しているか

どうかはわからない。現段階で、企業サイドの“資格”に対するエンプロイヤビリティ開

発が消極的である事が伺えると同時に、今回調査した９人のホワイトカラーは、失業の危

機が迫っていない環境である事も、結果に大きく影 していると考える。

一般的に、雇用されるための能力の開発は、失業や 期雇用保障の不安定さに対する

予 策であると われている。しかしながら見方を変えれば、雇用保障できない企業側

からの、 合の良い提案であるとも考えられる。エンプロイヤビリティの開発・促進が、

競争主義、及び 雇を大幅に促進する可能性を持っていることも忘れてはならない。今

後の日本人の働き方において、企業側と従業員側の双方によるエンプロイヤビリティ開

発は、大きな 題になると思われる。

　ところで、「 自発的失業者」が今月過去最大の 123 万人に到達した新聞記事の事も、

冒頭で述べた。総務省の「労働力調査」によれば、求職理由別完全失業者数は、（図表１）

のように変化している事が判明した。グラフから、97 年以降、「 自発的失業者」が大幅
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に増加している事がわかる。「自発的失業者」との差も、97 年では 41 万人であったの対

し、2000年ではわずか７万人と差が縮まっている。さらに同日の新聞記事によれば、2001

年 12 月の「 自発的失業者数」は、「自発的失業者数」を上回ったと記されている。さ

らに今後、失業者増加に歯止めがかからない限りは「 自発的失業者」がグラフ（年平均

値）の最 値になると推測できる。今回の調査では、失業問題に対して“エンプロイヤビ

リティ”と“転職”の２つの視点から考察してきたが、最 では新たに、仕事を分け合う

“ワークシェアリング”なる働き方も、失業対策として注目されている。ワークシェアリ

ングとは、今まで３人で行っていた仕事を４人で行うことであり、一人当たりの給与は減

るものの、その代わりに勤務時間は減り、より多くの雇用を確保できる政策である。この

働き方は、失業率に歯止めをかける働き方として、期待されている。

失業問題は、決して現役労働者だけの問題ではない。これから就職を考えている私達

学生にとっても、深刻にとらえねばならない問題である。今後も、日本人の働き方につい

て、様々な視点から研究したいと考える。

（図表１）　　　　　　　　　総務省「労働力調査」
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日経連教育特別委員会（1999）『エンプロイヤビリティの確立をめざして』
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終章　ゼミ参加者の感想

サブゼミ生　池田絵里子

今回の調査で（私は調査には参加できなかったが）、２年の後期から私たちが輪読してきた労

務管理に関する文献・論文の内容を踏まえ、では実際に働いているホワイトカラーの人々の様

子はどのようなものなのか、どのようなことを感じているのかを垣間見ることができた。文献

の中では、現実は相当せちがらいもののように感じられた。特に私の印象に残っているものは、

島敬著『男女摩擦』に表されている職場での女性の抱える不条理、苦しみであった。今回の

調査のインフォーマントのうち５名が女性であり、その結果５名中３名が職場差別は「ない」

と答えている（大塚さんの報告参照）ことは正直意外だった。また、吉田ゼミの調査活動とは

別に、大学の OG 数名に企業の話を伺う機会があり、そのときも「職場でのあからさまな男女
差別はない。仕事も正当に評価してもらえる。産休・育児休暇もとれる」ということをおっし

ゃっていた。いまや企業としても優秀な人材を求めるに際しては男だ女だなどといってはいら

れなくなっており、また企業イメージのことを考慮しても、女性排除的な企業 土では通用し

なくなってきているからであろう。その一方で、依然としてほかの６名は企業での性別役割分

業を認めており、現在は男女差別が撤廃されていく過渡期にある。現在はまだまだ日本企業伝

統の男性主義 土が生き残っているが、将来的には企業も改革を迫られ、その姿を変えていく

はずだ。

また、全体を通して私の問題意 としては、日本社会は依然企業至上主義社会であり、働く

者がそれぞれのライフスタイルを選択し、それぞれにあった働き方ができる、また働き方の違

いによって時間あたり賃金や福利厚生面で差別を受けることのない社会には程遠い、というも

のがあった。この現状をどうにか切り崩せないものなのか、実際働いている人々はどのように

受け取っているのか、興味があった。しかし今回のインフォーマントは正社員ホワイトカラー

で、年齢も総じて若い。彼らが例えば子育てとの両立のために、同じ職場のパートタイマーと

して働くという選択肢があるか、のような 問はされなかったようだが、特に女性には現在の

働き方のままで出産・育児と仕事との両立はなかなか難しいということが伺われた。現時点で

は正社員がパートタイム労働者になるということは、仕事の価値・やりがい自体が大幅に下が

るということを意味していると思う。パートタイムから正社員に復帰するといった選択肢など

不可能に いものであろう。しかし、この先こうしたフレキシブルな働き方の選択肢に対する

ニーズは まってくるのではないだろうか。このテーマについては、今後着目していきたい。
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資料

2001 年１月29 日

２年吉田ゼミ春合宿および今後について

吉田誠

バブルの崩壊以降、日本の雇用制度は、「リストラ」という名の人員削減を伴いながら、

様々な「改革」が実施されてきた。周知のように、この改革の中では「終身雇用」や「年

功序列」という従来の雇用慣行からの脱却が大きな柱となっている。しかし、脱日本的雇

用慣行の主張は今に始まったわけではない。70 年代の第一次、第二次オイルショック、80

年代の円 不況など、危機に直面するたびに終身雇用や年功序列からの脱却の必要性が唱

えられてきたことは知っておくべきであろう。

では90 年代の雇用制度の改革の特徴はいったい何であろうか。従来の改革との違いは何

であろうか。多々ある違いの一つに、この間の「改革」がホワイトカラーの人事処 にメ

スを入れている点にあるのではなかろうか。従来の改革が、主として製造 を中心とし

た合理化であり、それは「乾いた 布から絞り出す」と われるようなコスト削減策や減

量化がとられ、QC サークルや改善活動などを通して現場技能員に対する能力主義が徹底

された。それに対して今時の改革の対象となっているのは主としてホワイトカラーの働き

方である。

ホワイトカラーの働き方を効率化・合理化しなければならないという考え方を支えている

のは、互いに密接に関連しているであろう二つの認 である。

第一に、産業構造の変化がホワイトカラーの仕事を重要な領域にしているという認 であ

る。90 年代におけるIT 産業を想 するまでもなく、情報化やソフト化といった社会変化

の中で、 い付加価値を生み出すのはもはや製造 ではなく、 度な専 性をもった研

究・開発、製品企画、ディーリングといったホワイトカラー の仕事である。この領域

での優劣が企業の利益に関わってくるという観点からホワイトカラーの働き方の効率化が

主張されるようになったのである。それは日本の強さと われてきた製造現場におけるイ

ンクリメンタルな改善のあり方に対して、 度に専 化された知 に基づくイノベーショ

ンが再度強調されるようになったということでもある。

他方で、製造現場と異なり、間接 を担うホワイトカラーの仕事は生産性を 測するこ

とが難しく、その結果を把握しにくい。このために、これまで合理化が及ばず、「ぬるま

湯」的な働き方が蔓延しているのではないかという認 も生じていた。その裏では、サー

ビス残業や 時間労働がはびこり、過労死という不幸な事態が誰に こってもおかしくな

い働き方となっているが、しかし上記のような認 に立つならば、ホワイトカラーに求め

られているのは結果であり、就業している時間ではないということになろう。いわば、努

力や残業が求められているのではなく、最終的な結果を出すことが重要なのだという主張

がされるようになってきた。要するに、ホワイトカラーの仕事とはこれまで以上に重要に

なっているかかわらず、しかし旧態依然とした管理しかできていないという認 が、ホワ

イトカラーの人事処 制度の改革を促しているのである。そして具体的には、目標管理制

度（MBO）や年俸制、成果主義賃金の導入、裁量労働制の対象拡大など制度「改革」が進

められている。この改革の背後には総額人件費の削減という れた意図があることも見落
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とすわけには行かないが、しかし他方で、これらの改革がホワイトカラーの働き方や意

を変えていこうというベクトルをもってることも否めない。ホワイトカラーを取り巻く制

度の変化は、その中での働き方をどのように変えているのであろうか。

以上のような問題関心をもって、現２年ゼミ生には、今後１年をかけて曲がり に立つ日

本のホワイトカラーの働き方や生活の現状を調査する共同研究を行うことを提 したい。

彼・彼女らが直面している雇用管理の変化はどのようなものであり、それにどのように対

処し、どのように感じているのかを、OB、OG 等へのインタビュー調査も視野に入れなが

ら明らかにすることを目標とする。そのためにこの春合宿では、まず現在のホワイトカラ

ーの状況に関する先行研究を読んでもらい、何が問題となっており、どのような 問項目

を考えればよいのかを学んでもらいたい。

予定

春合宿：文献研究

前期：文献研究および 問項目の 定

夏休み：インタビュー

夏合宿：インタビュー結果の報告

冬学期：補 調査及び報告書作り
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